
連

向けて、検討方法、

市

関

民合意の手法、手順な

　

どを確立し、着実に策

連

定作業を進める。

・施

関

設・設備の維持管理を

　

、優先順位をつけて計

連

画的に進めるとともに

◆

、子どもたちの学習習

現

慣・生活習慣の形成へ

状

の

支援や教員の資質向

と

上など、「学びを支え

課

る体制」を維持する。

題

・小学校での「英語」

◆

の教科化に向けて先導

方

的な取組みを継続する

　

とともに、「特別の教

針

科 道徳」の定着を図

目

る。

◆目　標

・目標の

　

計画と達成状況

計　　

的

画

①学校施設や設備・

優

備品、人的な体制など

先

ハード・ソフト両面に

順

おいて、良好な学習環

位

境が整備され、子ども

◆

たち一人ひ

とりに応じ

目

た「学び」を支える体

　

制が構築された状態。

標

②学校、家庭、地域、

・

関係機関など全ての主

目

体の連携・協力により

標

、地域総ぐるみで教育

の

を支える体制が構築さ

計

れた状態

。

設定理由

①

画

子どもたちの「生きる

と

力」の育成を図るため

達

には、良好な学習環境

成

とともに、子どもたち

状

一人ひとりに応じた「

況

学び」

を支える体制が

計

必要だから。

②子ども

　

たちの「生きる力」は

　

、学校での教育だけで

画

なく、様々な場におい

設

て、多様な価値観との

定

関わりの中でこそ育ま

理

れるものであり、その

由

ためには、地域の教育力を高め、地域全体で学校や子どもたちの教育活動を支える体制が必要だか

ら。

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 01 【子育て・教育】

主 01 心豊かで自立できる人が育つまち
政　策

副 －

施　　策 01 学習環境の充実を図り、子どもたちの「生きる力」を育みます

所　　管 300100 教育委員会・学校教育課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

低学年支援教員や学校生活支援員等の配置による学習・生活支援など多様な教育的ニーズへの対応を進めるとともに、新

学習指導要領実施に向けた英語教育の取り組みやＩＣＴを取り入れた授業展開など、子どもたちの「学び」を支えるソフ

ト面の施策は着実に進んでいる。一方、学校現場で質の高い指導が行われるためには、「教員の働き方改革」を推進し、

教員が子どもと向

R

き合う時間を確保する

1

ことが課題となってい

平

る。不登校状態の改善

成

に向けた継続的な支援

3

等についても

、さらな

0

る取り組みが必要であ

年

る。また、ハード面で

度

は学校改築・再編基本

　

方針に沿って「長期学

実

校改築計画」の策定作

績

業を次の「具体的な検

基

討段階」へ移行し、早

本

期の計画策定が図られ

計

るよう進める。

◆方　

画

針

目　的 優先順位 －

ハ

（

ード・ソフト両面での

施

学習環境の整備を着実

策

に進めるとともに、子

評

どもたち一人ひとりに

価

応じた「学び」を支え

シ

る体制

の強化、地域総

ー

ぐるみで教育を支える

ト

体制の構築を図る。ま

）

た、ふるさと小諸の素

基

晴らしさを発見してい

本

く学習や、教職

員の指

構

導力の向上、授業改善

想

等を推進する。特に、

主

校舎等については、小

政

・中学校のあり方を含

　

む長期学校改築計画を

策

策

定し、整備・充実に

副

取り組む。これらによ

施

り、子どもたちの「学

　

びに対する意欲や喜び

　

」を高めるとともに、

策

基礎的な学

力や自ら考

所

え行動できる力などの

　

確かな学力」「豊かな

　

人間性」「たくましく

管

生きるための健康や体

関

力」の総体である「

生

　

きる力」の育成を図る

連

。

◆平成30年度重点

関

方針と目標

・「長期学

　

校改築計画検討会」か

連

ら提言された「たたき

関

台」を基に、「長期学

　

校改築計画」の策定に

1



検

76.3 測定なし

◆目

討

標の実現に向けた今後

会

の取り組み

「学校教育

」

審議会」での議論を計

か

画的に進め、市民参加

ら

を取り入れながら学校

の

再編の具体化につなげ

提

る。

・多様なニーズや

言

学校運営上の諸課題に

書

対応するための支援を

の

継続し、学びを支える

内

体制づくりを進める。

容

・新学習指導要領など

説

学校教育の変化に対応

明

した授業づくりと教員

と

の指導力の向上を図る

意

とともに、教員の働き

見

方改革な

どに対応する

交

ため学校現場のICT

換

化を計画的に進める。

を

◆個別計画

小諸市教育

行

振興基本計画

◆特記事

っ

項

た「小学校区毎の懇談会」と今後の進め方等に

ついて意見交換した「懇話会」の結果を踏まえ、「小諸市学校改築・再編基本方針」を決定した。また、この方針に基づ

く具体的な再編方法などを検討する組織「学校教育審議会」を設置し、長期学校改築計画策定の取り組みを次の検討段階

へ移行した。

・今後の学校教育の変化や教員の働き方改革に対応するためICT環境整備計画を策定し整備を行ったほか、課題となって

いる不登校対策の新たな取り組み、多様なニーズへの対応や教員の指導力向上など学び支える体制づくりを進めた。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 全国学力状況調査（小・中学校の全国平均値との対比）

全国学力状況調査の結果が向上すれば、「学力」の習得の度合いが向上したと考えられるから。
設定理由

算　式 ※小：小学６年生・中：中学３年生の調査結果 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 小100　中100
小94.8　中93.9

（公表） 実　績 小99.4　中94.5 小95.1　中97.1 小94.5　中98.7

指 標 名 全国体力状況調査（小・中学校の全国平均値との対比）

全国体力状況調査の結果が向上すれば、「体力」が向上したと考えられるから。
設定理由

算　式 ※小：小学５年生・中：中学２年生の調査結果 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 小100　中100
小97.0　中94

◆

.6
（公表） 実　績 小

実

97.5　中91.8

績

小98.0　中90.

平

0 小100.1　中9

成

6.1

指 標 名 学校

3

へ行くことを楽しいと

0

思っている児童・生徒

年

の割合（政策の「めざ

度

そう値４」）

上記指標

　

の値が向上すれば、子

実

どもたちの「学びに対

績

する意欲や喜び」が高

評

まり、「生きる力」の

価

育成につな
設定理由

が

点

ると考えられるから。

－

算　式 ※小：小学６年

・

生・中：中学３年生の

「

調査結果 単位 ％

計画策

長

定時 平成28年度 平成

期

29年度 平成30年度

学

令和元年度

目 標 値

校

計　画 小90.0　中

改

90.0
小80.6　

築

中86.8
（公表） 実

計

　績 小89.9　中8

画

3.1 小84.5　中

2



連

なニーズのある子ども

関

が、一人ひとりに応じ

　

たサービスを受けられ

連

る状態。

設定理由

①社

関

会全体（みんな）の取

　

り組みによって、ハー

連

ド・ソフト両面の子育

◆

て環境が整備されてい

現

れば、安心して子ども

状

を産

み育てることがで

と

きるから。

②近年、発

課

達障がいなど特別なニ

題

ーズのある子どもが増

◆

えており、一人ひとり

方

に応じたサービスが求

　

められているから。

針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 01 【子育て・教育】

主 01 心豊かで自立できる人が育つまち
政　策

副 －

施　　策 02 安心して子どもを産み育てることができる環境づくりに、社会全体（みんな）で取り組み

所　　管 300300 教育委員会・子ども育成課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

少子化、核家族化、地域での人と人とのつながりの希薄化など、子どもや家庭を取り巻く環境が大きく変化し、これに伴

って、子育てに関するニーズが増大するとともに、複雑・多様化しており、対応が求められている。

また、保育園の老朽化、未満児保育に対するニーズの増大等による保育士の不足、特別なニーズのある子どもへの対応な

ども大き

R

な課題となっている。

1

◆方　針

目　的 優先順

平

位 －

各年齢段階に応じ

成

たサービスの充実を図

3

り、子育ての経済的負

0

担を軽減するなど、安

年

心して子どもを産み育

度

てることがで

きる環境

　

を整備する。そのため

実

に、行政だけでなく、

績

家庭ですべきこと、地

基

域で支え合えることな

本

ど役割分担をしながら

計

、社会全体（みんな）

画

で取り組む。保育園に

（

ついては、統合を含む

施

長期改築計画を策定す

策

るとともに、保育士の

評

確保に向

けた施策を検

価

討する。また、特別な

シ

ニーズのある子どもに

ー

対し、一人ひとりに応

ト

じたサービスの提供に

）

努める。

◆平成30年

基

度重点方針と目標

・老

本

朽化した２保育園につ

構

いて、検討会の意見を

想

踏まえ、早期の整備に

主

向けて必要な作業を着

政

実に進める。

・子育て

　

支援の充実を図る一環

策

として、ファミリーサ

副

ポートセンター事業を

施

実施する。

・発達障が

　

いなど特別なニーズの

　

ある子どもに対する支

策

援を保育等の現場で実

所

践できる指導者の育成

　

に向け、行動分析学

の

　

専門家による研修の実

管

践編を開催する。

◆目

関

　標

・目標の計画と達

　

成状況

計　　画

①社会

連

全体（みんな）の取り

関

組みによって、安心し

　

て子どもを産み育てる

連

ことができるハード・

関

ソフト両面の環境が整

　

備

された状態。

②特別

3



央

支援事業計画」は、子

保

ども子育て会議で子育

育

て環境の課題解決に向

園

けた議論を行い策定を

の

進める。

・安全で安定

再

的に保育園給食が提供

構

できる調理体制の確保

築

のため、調理業務委託

」

の準備を進める。

◆個

は

別計画

教育振興基本計

、

画／子ども・子育て支

両

援事業計画

◆特記事項

園の保護者や市民への説明会や等を重ね合意形成に努めた。その結果、

再構築に向けた「基本方針」を決定した。・複合型中心拠点誘導施設へ整備する「病児病後児保育施設」と「ファミリー

サポートセンター」については、それぞれの事業を受託する予定の、こもろ医療センター及び社会福祉協議会と、検討・

協議を進め、施設レイアウトや利用運営計画をまとめた。・30年度の行動分析学の専門家による研修は、直接携わる教職

員等の実践編を実施し、知識や対応への理解を深めた。・猛暑のため緊急で公立保育園、児童クラブのエアコン整備を実

施、また私立幼稚園のエアコン整備の助成を行った。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 子育てしやすい環境に対する市民満足度（子育て世代（20～40代）の「不満」「やや不満」の合計）

ハード・ソフト両面の子育て環境が整備され、必要なサービスを受けることができれば、子育て世代の市民が
設定理由

子育て施策に不満を感ずる割合が減っていくから。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 27 24 21 18
30.3

（公表） 実　績 30.2 22 16

指 標 名 困っているときに相談できる人がいる割合（政策の「めざそう値２」）

困っているときに相談できる人がいれば、生活していく上での安心につながる。このことは、子育てにおいて
設定理由

も同様であるから。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目

◆

 標 値 計　画 47 4

実

8 50 52
46

（公表

績

） 実　績 42 43 47

平

指 標 名

設定理由

算

成

　式 単位

計画策定時 平

3

成28年度 平成29年

0

度 平成30年度 令和元

年

年度

目 標 値 計　画

度

実　績

◆目標の実現に

　

向けた今後の取り組み

実

・芦原、中央の両保育

績

園の再構築は、保護者

評

や保育士等の意見を聞

価

きながら基本計画、基

点

本設計等の作業を進め

－

る。

・複合型中心拠点

・

誘導施設の病児病後児

「

保育施設とファミリー

芦

サポートセンターにつ

原

いては、受託事業者と

保

協議しながら

運営計画

育

の策定を進める。ファ

園

ミリーサポートセンタ

及

ーは来年度の開始を目

び

指し体制準備を進める

中

。

・「子ども・子育て

4



連

に学び、その成果が地

関

域で生かされている状

　

態。

②生涯学習施設が

連

適切に管理・運営され

関

、多くの市民に利用さ

　

れている状態。

設定理

連

由

①市民が主体的に学

◆

び、その成果が地域で

現

生かされれば、市民の

状

生きがいづくりにつな

と

がり、さらなる「学び

課

」が促進さ

れるという

題

好循環が生まれ、「生

◆

涯学習社会」の実現に

方

つながるから。

②生涯

　

学習施設が適切に管理

針

・運営され、多くの市

目

民に利用されていれば

　

、市民の主体的な「学

的

び」が促進されている

優

と

考えられるから。

先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 01 【子育て・教育】

主 01 心豊かで自立できる人が育つまち
政　策

副 －

施　　策 03 生涯にわたる市民の主体的な「学び」を促進し、「生涯学習社会」の実現をめざします

所　　管 300500 教育委員会・文化財・生涯学習課

関　連 300600 教育委員会・スポーツ課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

生涯学習施設のうち、美術館・記念館は総じて入館者が減少傾向にあり、文化センターは安定した利用者数で推移してい

る。一方、スポーツ施設は全体的に利用者が増加傾向にある。新たに開館した図書館と市民交流センターは利用者が多く

、好評を得ている。文化センター等での各種講座等は、参加者数が安

R

定しているが、参加者

1

の固定化が見られる。

平

生涯学

習施設は、老朽

成

化している施設や利用

3

者が少ない施設などが

0

あり、今後のあり方の

年

検討が必要である。

◆

度

方　針

目　的 優先順位

　

－

魅力ある企画展や市

実

民ニーズを踏まえた各

績

種講座・教室の開催な

基

ど、生涯学習の機会を

本

創出し、市民の主体的

計

な「学び」

を促進する

画

。併せて、市民が「学

（

び」の成果を生かし、

施

生きがいづくりにつな

策

がるような機会の創出

評

を図る。

生涯学習施設

価

については、各施設の

シ

老朽化等を踏まえ、今

ー

後のあり方を検討し、

ト

管理計画を策定する。

）

◆平成30年度重点方

基

針と目標

市民の主体的

本

な学びや生きがいづく

構

りのための環境整備と

想

して、次の事業を行う

主

。

・文化会館ホールの

政

舞台機構設備について

　

、専門業者の劣化調査

策

で「緊急対策を要する

副

」とされたため、平成

施

３０年度を

初年度とし

　

て年次計画で設備の更

　

新を実施する。

・南城

策

公園野球場について、

所

老朽化が著しいことか

　

ら、平成３０年度を初

　

年度として年次計画で

管

大規模改修を実施する

関

。

・各種スポーツ合宿

　

の誘致や、合宿チーム

連

の支援、アスリートと

関

の交流を通じ、高地ト

　

レーニング構想の推進

連

を図る。

◆目　標

・目

関

標の計画と達成状況

計

　

　　画

①市民が主体的

5



じ

。

・生涯学習施設を快

め

適に利用できるよう、

、

長寿命化を含めた施設

図

管理計画を策定する。

書

・トップアスリートと

館

のスポーツ交流事業な

、

どを通じて、ジュニア

美

スポーツ（児童生徒）

術

の育成・支援を進める

館

。

◆個別計画

教育振興

、

基本計画／スポーツ推

記

進計画／（第３次）小

念

諸市子ども読書活動推

館

進計画

◆特記事項

、スポーツ施設等の生涯学習施設において、各種講座・教室等を開

催し、多様な「学び」の機会の提供に努めた。

②各種生涯学習施設の適切な管理・運営に努めた。また、図書館については、平成３１年４月１日からＮＰＯ法人「本途

人舎」に一部業務を委託することを決定した。

③スポーツによるまちづくりのためにスポーツ課を新設。老朽化が著しいスポーツ施設の個別施設計画の策定に着手し、

高地トレーニング構想によるトップアスリート等の合宿誘致を進めた。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 文化・芸術・スポーツを身近に感じている人の割合（政策の「めざそう値３」）

文化・芸術・スポーツを身近に感じている人の割合が高まれば、市民の主体的な「学び」が促進されていると
設定理由

考えられるから。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 37 39 40 41
35

（公表） 実　績 34.7 35.2 34.8

指 標 名 本を身近に感じている人の割合（政策の「めざそう値１」）

本を身近に感じている人の割合が高まれば、市民の主体的な「学び」が促進されていると考えられるから。
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 47 49 51 53
45

（公表） 実　績 47.4 45.8 47.5

指 標 名 芸術・文化に親しむ機会の充実に対する市民満足度（「不満」「やや不満」の合計）

芸術・文化に親しむ機会の充実に対して不

◆

満を感じている人の割

実

合が低くなれば、市民

績

の主体的な「学び」が

平

設定理由
促進されてい

成

ると考えられるから。

3

算　式 単位 ％

計画策定

0

時 平成28年度 平成2

年

9年度 平成30年度 令

度

和元年度

目 標 値 計

　

　画 26 25 24 23

実

27
（公表） 実　績 3

績

0.6 29.7 24.

評

2

◆目標の実現に向け

価

た今後の取り組み

・市

点

民ニーズを踏まえた各

－

種講座や教室等の充実

①

を図り、参加者が講座

公

等で得た知識を地域で

民

活かせるような取組を

館

推進

する。市民が、音

（

楽の演奏・鑑賞をしや

本

すい環境を整備する。

館

・市立小諸図書館の一

）

部業務を委託したＮＰ

を

Ｏ法人「本途人舎」に

は

対する事業評価を行う

6



連

重な歴史的資料や古文

関

書等が散逸することな

　

く、収集・保存・展示

連

・研究等が一体的に行

関

われている状態。

設定

　

理由

①文化財が適切に

連

保存・継承されるとと

◆

もに、観光面等で有効

現

に活用されていれば、

状

かけがえのない文化財

と

を後世に引き

継いでい

課

くことができるから。

題

②歴史的な資料や古文

◆

書等の収集・保存・展

方

示・研究等が一体的に

　

行われていれば、郷土

針

にとって貴重な資料等

目

を散逸さ

せることなく

　

、適切に後世に引き継

的

いでいくことができる

優

から。

先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 01 【子育て・教育】

主 01 心豊かで自立できる人が育つまち
政　策

副 －

施　　策 04 かけがえのない文化財を保存・継承し、積極的に活用します

所　　管 300500 教育委員会・文化財・生涯学習課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

文化財の所有者・継承者の高齢化や後継者不足などにより、保存・継承・活用等が難しくなってきている。また、旧小諸

本陣の解体復原工事は喫緊の課題である。

市内の古文書の整理・調査を旧臨時図書館に設置した古文書調査室で行っているが、収集・保存・展示・調査研究等を行

う体制が十分でなく、郷土の貴重な歴史的資料や古文書等の散逸が危惧される。

◆方　針

R

目　的 優先順位 －

文化

1

財を単に保存・継承す

平

るだけでなく、観光面

成

等での積極的な有効活

3

用を図る。個人や団体

0

が所有・継承している

年

文化

財は、適切に保存

度

・継承・活用等ができ

　

るよう、助言、情報提

実

供、標識設置、管理・

績

修理費の補助等の支援

基

を行う。旧小

諸本陣問

本

屋場の解体復原工事を

計

行う。郷土の貴重な歴

画

史的資料や古文書等が

（

散逸しないよう、収集

施

・保存・展示・研究等

策

を一体的に行う体制を

評

つくるとともに古文書

価

館(仮称)を設置する

シ

。

◆平成30年度重点

ー

方針と目標

・文化財の

ト

あり方に関する基本方

）

針を策定する。

・旧小

基

諸本陣の解体復原事業

本

に本格着手し、全体計

構

画やスケジュール作成

想

、遺構調査等を実施す

主

る。

・古くから地域や

政

市民の中で保存・継承

　

されている歴史的遺産

策

を、「小諸ふるさと遺

副

産」として認定・登録

施

し、地域や市

民が「公

　

に価値や意義を認めら

　

れたもの」として、誇

策

りをもって大切に未来

所

へつなげていく仕組み

　

をつくる。

・小諸城址

　

「懐古園」の国の「名

管

勝」指定を見据えて、

関

まず、市の「名勝」指

　

定に取り組む。

◆目　

連

標

・目標の計画と達成

関

状況

計　　画

①文化財

　

が適切に保存・継承さ

連

れるとともに、観光面

関

等で有効に活用されて

　

いる状態。

②郷土の貴
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定事業に取り組み、３０件を認定した。また、小諸城址懐古園を小諸市指定名勝に指定した。旧小

諸本陣は、専門機関に委託し、解体復原に向けた計画策定のための調査を実施した。

②古文書の調査研究の成果として、古文書目録第３集（芝生田村及び市町の古文書）を発行した。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 文化・芸術・スポーツを身近に感じている人の割合（政策の「めざそう値３」）

文化・芸術・スポーツを身近に感じている人の割合が高まれば、文化財の保存・継承・活用等に対する市民の
設定理由

意識も高まっていると考えられるから。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 37 39 40 41
35

（公表） 実　績 34.7 35.2 34.8

指 標 名 伝統行事や文化財の保存や活用の状況に対する市民満足度（「不満」「やや不満」の合計）

伝統行事や文化財の保存や活用の状況に不満を感じている人の割合が低くなれば、文化財の保存・継承・活用
設定理由

等が適切に行われていると考えられるから。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 18.5 17.5 16.5 15.5
19.5

（公表） 実　績 21.2 21.1 19.1

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

・小諸市文化財保存活用基本方針に基づき、文化財を適切に保存・継承するととも

◆

に、観光等での活用の

実

促進を図る。

・小諸ふ

績

るさと遺産認定事業に

平

より、身近な文化財等

成

への愛着と誇りを醸成

3

する。

・旧小諸本陣の

0

解体復原に向けて、概

年

算事業費の積算及び保

度

存修理計画書を作成し

　

、文化庁と協議する。

実

・市の名勝に指定した

績

「小諸城址懐古園」の

評

国の「名勝」指定をめ

価

ざして、県教委や文化

点

庁と協議を進める。

◆

－

個別計画

教育振興基本

①

計画

◆特記事項

小諸ふるさと遺産認
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連

れる状態。

②市民が、

関

様々な人々との交流の

　

機会を通じ、差別や偏

連

見等に気づくことがで

関

きる感性が身についた

　

状態。

③市民が、人権

連

問題について、必要な

◆

ときに相談ができ、解

現

決に向けた支援が受け

状

られる状態。

設定理由

と

①②「人権意識」は、

課

豊かな感性を基盤に、

題

人権尊重の意義を理解

◆

し、差別や偏見等に気

方

づくとともに、その不

　

合理性を

認識できる感

針

性や判断力であると言

目

える。人権に関する知

　

識を身につけ、感性や

的

判断力を磨くことによ

優

り、人権意識が高

まっ

先

ていくと考えられるか

順

ら。

③人権問題につい

位

て、必要なときに相談

◆

ができ、解決に向けた

目

支援を受けることがで

　

きれば、人権が尊重さ

標

れる地域づく

りにつな

・

がっていくから。

目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 01 【子育て・教育】

主 01 心豊かで自立できる人が育つまち
政　策

副 －

施　　策 05 市民の人権意識を高めます

所　　管 051500 市民生活部・人権政策課

関　連 300900 教育委員会・人権同和教育課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

平成27年度の「人権・同和意識調査」によると、３割の人が「人権を侵害されたことがある」と回答している。また、平

成28年度に「部落差別等あらゆる差別をなくす総合計画」の策定に向けた、女性、障がい者団体などとの意見交換会でも

、差別、偏見、不平等などを受けた体験が語られた。このように、差別のない、すべての人の人権が尊重される社会の実

現に向け

R

た切実な願いや長い間

1

の様々な活動にもかか

平

わらず、依然として差

成

別や偏見などが存在し

3

ている。

◆方　針

目　

0

的 優先順位 －

社会には

年

、同和問題をはじめ、

度

女性、子ども、高齢者

　

、障がい者、外国人等

実

に対する差別や偏見な

績

ど、様々な人権問題が

基

存在している。こうし

本

た中で、すべての人の

計

人権が尊重され、人が

画

人として自分らしく生

（

きられる、差別のない

施

小諸市を

築くため、学

策

ぶ機会（教育、啓発、

評

学習）やふれあう機会

価

（交流）の提供などを

シ

通じ、市民の人権意識

ー

を高める。また、

差別

ト

や偏見など人権が侵害

）

されたときに、適切な

基

相談・解決の支援を受

本

けられるよう、体制を

構

充実させる。

◆平成3

想

0年度重点方針と目標

主

・地域における人権教

政

育の場である人権懇談

　

会において、「部落差

策

別解消推進法」の周知

副

・啓発を図るとともに

施

、全区で

の開催をめざ

　

して未開催区への働き

　

かけを強化する。

・人

策

権センターの教育、啓

所

発、相談等の機能を高

　

めるとともに、人権施

　

策の拠点施設として、

管

今後の施設のあり方を

関

検討

し、個別施設計画

　

を策定する。

◆目　標

連

・目標の計画と達成状

関

況

計　　画

①市民が、

　

家庭、学校、企業、地

連

域など様々な場におい

関

て、必要なときに、人

　

権に関する知識を得ら

9



委員会を中心に、各区人権懇談会、幼保小中養高人権同和教育研究委員会、企業内人権同和教育推

進連絡協議会等の取組みを通じて、地域・学校・企業でのそれぞれの場において、人権に関する学習や啓発の機会を提供

した。②人権センターを中心に、人権サロンや人権フェスティバル等を開催し、人権意識を高める取組みを行った。③人

権センターでの相談対応のほか、外国籍市民に対しては母語の相談員による生活相談を行った。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 １年以内に、差別や偏見など人権を侵害されたことのある人の割合（こもろまちづくり市民意識調査）

上記の指標の割合が低くなれば、市民の人権意識が高まったと考えられるから。
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 減少
未測定

（公表） 実　績 7.4 7.3 6.7

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

①市人権同和教育推進委員会を中心に、各区人権懇談会、幼保小中養高人権同和教育研究委員会、企業内人権同和教育推

進連絡協議会等の取組みを通じて、地域・学校・企業でのそれぞれの場において、人権に関する学習や啓発の機会を提供

する。②人権センターを中心に、人権サロンや人権フェスティバル等を開催し、

◆

人権意識を高める取組

実

みを行う。③人権

セン

績

ターでの相談対応のほ

平

か、外国籍市民に対し

成

ては母語の相談員によ

3

る生活相談を行う。④

0

２年に一度の、人権を

年

考え

るこもろ市民集会

度

「人権フォーラム」を

　

開催する。

◆個別計画

実

教育振興基本計画／部

績

落差別等あらゆる差別

評

をなくす総合計画／男

価

女共同参画こもろプラ

点

ン

◆特記事項

－

①市人権同和教育推進

10



連

関　連

関　連

◆現状と課題

◆方　針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 02 【環境】

主 01 自然環境を守り、循環型社会の進んだまち
政　策

副 －

施　　策 01 ごみの減量化と再資源化を進めます

所　　管 052000 市民生活部・生活環境課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

クリーンヒルこもろが完成し、自前の施設で安定的なごみ処理が可能となった。今後は、環境保全協定書に定めた排ガス

自主規制値等を順守するとともに、市民に信頼され親しまれる施設運営の継続が重要である。また、クリーンヒルこもろ

を環境教育の拠点として定着化させていくことも必要である。

◆方　針

目　的 優先順位 －

豊かな自然環境を守るため、市民や企業等が、ごみの分別を徹底するよう啓

R

発に努める。また、ご

1

みの減量、再資源化を

平

推進することにより、

成

ごみ処理費用を抑制し

3

、温室効果ガスの発生

0

抑制に努める。

クリー

年

ンヒルこもろ周辺の環

度

境保全を図るため、環

　

境保全協定書で定めた

実

排ガスの自主規制値を

績

順守していく。

◆平成

基

30年度重点方針と目

本

標

ごみ減量アドバイザ

計

ーと衛生委員との懇談

画

や、登録事業者向け説

（

明会での啓発活動の成

施

果を、定期的な処理施

策

設での搬入

検査におい

評

て検証し、事業系一般

価

廃棄物の適正処理や分

シ

別の徹底によって減量

ー

化を目指す。

◆目　標

ト

・目標の計画と達成状

）

況

計　　画

①ごみの分

基

別の徹底が市民や企業

本

等に浸透し、再資源化

構

が推進され、ごみの排

想

出量が減少し、ごみ処

主

理費用が削減された

状

政

態。

②廃棄物処理施設

　

が安定的かつ経済的に

策

運営され、周辺住民が

副

安心して生活できる状

施

態。

設定理由

①市民の

　

ごみの分別に対する意

　

識が向上すれば、資源

策

物が適正に分別され、

所

資源化率が向上し、資

　

源物の増加による売却

　

収入が増加し、ごみ処

管

理費用の節減につなが

関

るから。

②安定的、経

　

済的な処理施設運営に

連

より施設の長寿命化が

関

図られ、市民から信頼

　

される施設となり周辺

連

環境の保全にも寄

与す

関

るから。
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バイザーによる啓発活動を実施したが、燃やすごみの量は微増となった。

②ごみのリサイクル率は減少したが、燃えるごみの量が微増している中で、ごみの総排出量が減少している事から、量販

店店頭などでの資源物の回収や業者への直接搬入など、市に排出されない資源物のリサイクルは増加していると思われる

が、把握できない。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 ごみのリサイクル率（環境省が公表）

ごみをきちんと分別すれば、資源として循環させることができ、ごみ処理経費等の削減につながるから
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 31.75 31.8 31.85 31.9
31.7

（公表） 実　績 28.82 34.4 28

指 標 名 家庭から排出される、ひとり一日当たりのごみ量（世帯数の増加により、ごみが増加している現状がある）

燃やすごみを減らすことにより処理費用の削減と焼却した時の温室効果ガスの削減につながるから
設定理由

算　式 単位 ｇ

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 590 588 585 582
582

（公表） 実　績 593 582 581

指 標 名 事業系燃やすごみの年間排出量

燃やすごみを減らすことにより処理費用の削減と焼却した時の温室効果ガスの削減につながるから
設定理由

算　式 単位 ｔ

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 2,017 2,010 2,001 1,991
2,022

（公表）

◆

実　績 2,127 2,

実

194 2,210

◆目

績

標の実現に向けた今後

平

の取り組み

①ごみ減量

成

アドバイザーや衛生自

3

治会と連携し、各区で

0

出前講座を実施しごみ

年

の減量と再資源化に取

度

り組む。

②コミュニテ

　

ィテレビこもろ等を活

実

用し、ごみの分別、再

績

資源化の啓発を行う。

評

③ごみの展開調査を実

価

施し、事業系ごみの分

点

別の徹底を図り燃やす

－

ごみの減量化を進める

①

。

◆個別計画

ごみ処理

広

基本計画／分別収集計

報

画／一般廃棄物処理実

や

施計画

◆特記事項

ごみ減量アド

12



連

ら。

②省エネルギー機

関

器が普及し、再生可能

　

エネルギー活用が促進

連

することにより、温室

関

効果ガス排出量の削減

　

につながるか

ら。

連

◆現状と課題

◆方　針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 02 【環境】

主 01 自然環境を守り、循環型社会の進んだまち
政　策

副 －

施　　策 02 省エネ政策を推進し、今ある自然環境や景観と調和した太陽光発電の普及をめざします

所　　管 052000 市民生活部・生活環境課

関　連 200500 建設水道部・都市計画課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

二酸化炭素（CO2）などの温室効果ガスによる地球温暖化の影響とみられる、異常気象や生態系の変化などが、世界各地

で報告されている。このCO2を削減するため、省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの普及促進が求められている。

この対策のひとつとして、市民・事業者の環境に対する意識を高めていく

R

必要がある。また、太

1

陽光発電の推進は、今

平

あ

る自然環境や景観と

成

の調和を図る必要があ

3

る。

◆方　針

目　的 優

0

先順位 －

今ある自然景

年

観を守り育て、持続可

度

能な地球環境にやさし

　

いまちづくりを推進す

実

る。

市民・企業・行政

績

が環境に対する意識を

基

高め、それぞれの役割

本

と責任を認識し、条例

計

等に基づき自然環境や

画

景観との調和

を図りな

（

がら、太陽光や小水力

施

などの再生可能エネル

策

ギーの活用を促進する

評

。

◆平成30年度重点

価

方針と目標

事業者を対

シ

象にＩＳＯ等の認証取

ー

得を推進し、環境に配

ト

慮した事業活動への転

）

換を目指す。

事業者や

基

市民と協働で生物多様

本

性のイベントの開催や

構

特定外来植物の駆除等

想

により環境保全の推進

主

を図る。

また、「低炭

政

素まちづくり計画」推

　

進に向けた事業化可能

策

性調査結果を踏まえ、

副

地産地消型の再生可能

施

エネルギーの面的

利用

　

について研究する。

◆

　

目　標

・目標の計画と

策

達成状況

計　　画

①地

所

球温暖化など、市民の

　

環境に対する意識が高

　

まっている状態。

②省

管

エネルギー機器の普及

関

が促進され、再生可能

　

エネルギーが活用され

連

た状態。

設定理由

①市

関

民の環境に対する意識

　

が高まることにより、

連

省エネルギーの推進や

関

再生可能エネルギー活

　

用の促進が図られるか
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係る説明会等で、市内事業者に対しエコアクション21等の認証に向けた啓発を行ったが、認証企業

数の正確な把握が出来なかった。

②環境に対する市民意識高揚のため、クリーヒルや環境フェアにより環境学習の推進を図った。

③地域との合意形成が成され自然環境等と調和した質の高い再生可能エネルギーの活用を図るため、太陽光発電設備設置

事業者に対し事業の適正実施を求めるガイドラインの改定をおこなった。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 ＩＳＯ14001・エコアクション21などの認証を受けている企業の数

各企業が、自らの事業活動が地域に及ぼす影響と社会的責任の重要性を認識し、環境に配慮した事業活動を展
設定理由

開することが重要であるから

算　式 単位 社

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 19 20 21 22
18

（公表） 実　績 18 18 23

指 標 名 市民が学ぶ環境学習の人数

環境に対する市民の意識を高めていくには、環境学習を進めることが重要であるから
設定理由

算　式 単位 人

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 844 886 928 971
802

（公表） 実　績 947 1,280 1,041

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

①クリーンヒルこもろでの環境学習や、環境フェアなど関係機関等との連携を図り環境教育を推進しする。

②太陽

◆

光発電設備設置事業者

実

に対しガイドラインに

績

沿った事業の適正実施

平

を指導し、自然環境と

成

調和した質の高い再生

3

可

能エネルギーの推進

0

を図る。

◆個別計画

環

年

境基本計画／共に取り

度

組むCO2削減計画こ

　

もろ（地球温暖化対策

実

地域推進計画）

◆特記

績

事項

評価点 －

①ごみ減量化の推進に

14



連

の総合的整備が進み、

関

施設利用者が更に増加

　

することにより、全て

連

の市民が快適に住環境

関

・水環境を享受

できる

　

状態。

設定理由

①市内

連

で生活する誰もが、生

◆

活排水等を衛生的かつ

現

効率的に処理すること

状

により、快適な生活環

と

境を享受すると同時に

課

、

公共用水域保全の役

題

割を果たせるようにな

◆

り、住環境と水環境の

方

向上につながるから。

　針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 02 【環境】

主 01 自然環境を守り、循環型社会の進んだまち
政　策

副 －

施　　策 03 市内全域の水洗化を促進し、公共用水域を保全します

所　　管 201500 建設水道部・下水道課

関　連 052000 市民生活部・生活環境課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

供用開始から30年を経過した小諸処理区、15年を経過した和田処理区・和田西処理区にある鉄筋コンクリート管（ヒュー

ム管）の一部において、管路腐食がはじまってきている。処理施設においては、老朽化による機器の更新等を行っている

。適正な維持管理を実施し持続可能な施設にするため、ストックマネジメント計画を策定し、管路調査及び管

R

路更生工事

など対策を

1

図り、計画的かつ効率

平

的に対応していかなけ

成

ればならない。

　また

3

、汚水処理普及状況は

0

、農業集落排水では面

年

整備は完了し、公共下

度

水道では未普及箇所は

　

残り少なくなっている

実

。

ただし未普及箇所の

績

多くは、低地であった

基

り住宅密度が著しく小

本

さい箇所であり、費用

計

対効果は低い。

◆方　

画

針

目　的 優先順位 －

処

（

理施設・ポンプ施設・

施

管路施設等下水道各施

策

設が「持続可能な施設

評

」として在り続けられ

価

るよう、計画的な維持

シ

管理、

更新工事を実施

ー

していく。

各残地区世

ト

帯の下水道接続に対す

）

る要望度を調査し、管

基

路整備に優先順位をつ

本

け、計画的に管路整備

構

を実施し、未普及地

区

想

の解消を図る。また、

主

未接続家屋の減少を図

政

るため、未接続家屋へ

　

の訪問、広報等を実施

策

し、併せて接続しやす

副

い環境

づくりを模索す

施

る。汚水処理施設への

　

接続件数を増やすこと

　

により、公共用水域の

策

保全を図る。

◆平成3

所

0年度重点方針と目標

　

特定環境保全公共下水

　

道事業計画区域内の谷

管

地原地区宅地開発予定

関

区域（未普及箇所）に

　

おいて、商工観光課・

連

建設課・

上水道課と連

関

携し、汚水管渠工事を

　

実施し、定住促進に寄

連

与する。

◆目　標

・目

関

標の計画と達成状況

計

　

　　画

①汚水処理施設
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備

基づいた点検・調査を

面

行い、結果に応じ

た修

積

繕・更新対策を行う。

を

◆個別計画

環境基本計

1

画／「水循環・資源循

1

環のみち2015」構

.

想／生活排水処理計画

6

／社会資本総合整備計

h

画／地域防災計画／公

a

営

企業経営健全化計画

拡

／経営戦略

◆特記事項

大した。

○公共下水道区域での水洗化率を1.1％上昇させた。

○農業集落排水区域での水洗化率を2.4％上昇させた。

○合併浄化槽区域での利用件数が15件増加した。

○下水道施設の計画的な点検及び更新計画を作成するため、ストックマネジメント基本設計(全体計画)を行った。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 快適生活率（汚水処理率）

公共下水道・農業集落排水・合併浄化槽による汚水処理施設への接続を促進し、暮らしの快適さ満足度の向上
設定理由

と、生活排水の河川への放流の更なる減少を目指す。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 86.2 86.9 90 91
85.9

（公表） 実　績 87.7 89.2 90.6

指 標 名 松井川雨水排水路（総合体育館付近）の水質調査による生物化学酸素要求量（BOD)測定値

公共用水域保全の状況を確認する。（年6回測定　目標値は平均値とする）
設定理由

※松井川は環境基準値なし。下流千曲川の環境基準（河川）基準値は2mg/L以下（水域類型A)

算　式 単位 mg/L

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 2以下 2以下 2以下 2以下
1.23

（公表） 実　績 0.88 1.2 1

指 標 名 汚水処理施設未接続家屋数

し尿の汲み取りをしている家屋の多くが家庭雑排水を処理せずに道路側溝等へ排出し環境を汚染しているため
設定理由

、汚水処理施設未接続家屋数を減少させる必要がある。

算　式

◆

単位 戸

計画策定時 平成

実

28年度 平成29年度

績

平成30年度 令和元年

平

度

目 標 値 計　画 3

成

,650 3,430 3

3

,100 3,000
3

0

,866
（公表） 実　

年

績 3,310 3,16

度

1 3,232

◆目標の

　

実現に向けた今後の取

実

り組み

○未普及地区か

績

らの意向を把握し、要

評

望に応じた施設整備を

価

行う。

○未接続世帯の

点

訪問等により状況を把

－

握し、水洗化率向上対

○

策の検討と事業説明に

公

より利用拡大を図る。

共

○合併浄化槽の適正な

下

管理について、広報と

水

検査結果の通知に合わ

道

せた依頼文により啓発

区

を図る。

○下水道施設

域

を適切に管理するため

の

、ストックマネジメン

整

ト計画の作成と計画に
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連

を自分のことと自覚し

関

て、バランスの良い食

　

事、日々の運動を実施

連

している状態。

②子ど

関

ものころから健康に関

　

心を持っている状態。

連

③医療、保健、福祉が

◆

連携して妊娠・出産・

現

子育てにおける切れ目

状

のない支援ができてい

と

る状態。

④二次救急医

課

療機関が将来にわたり

題

安定して存続し、病院

◆

と診療所がそれぞれの

方

役割、機能を分担し緊

　

密な連携が図られ

てい

針

る状態。

設定理由

①バ

目

ランスの良い食事の摂

　

取、日々の運動は生活

的

習慣病を予防すること

優

となり健康寿命が延び

先

るから。　②幼少期か

順

ら健

康に関心を持つと

位

、成人以降も健康を意

◆

識するようになるから

目

。　③妊娠・出産・子

　

育てにおける切れ目の

標

ない支援を実

施するこ

・

とにより、安心して妊

目

娠・出産・子育てがで

標

きるようになるから。

の

　④病診連携により限

計

られた医療資源が有効

画

に機能することで、必

と

要な時に必要な医療が

達

受けられる状況が維持

成

できるから。

状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 03 【健康・福祉】

主 01 一人ひとりが健康に心がけ、みんなで支え合うまち
政　策

副 －

施　　策 01 一人ひとりが健康に関心を持ち、健康づくりを実践できる環境づくりを進めます

所　　管 100500 保健福祉部・健康づくり課

関　連 050500 市民生活部・市民課

関　連 101500 保健福祉部・厚生課

関　連 102000 保健福祉部・高齢福祉課

関　連 300300 教育委員会・子ども育成課

関　連 300500 教育委員会・文化財・生涯学習課

◆現状と課題

小諸市は、平均寿命・健康寿命とも国を上回っており、一人当たりの医療費も低い状況にあるが増加傾向にある。また、

国民健康保険における特定健診の受診率が

R

低く、今後の健康寿命

1

等に影響が出てくるこ

平

とが予想される。

市内

成

の二次救急医療機関に

3

おける医師については

0

、二次救急医療を維持

年

できる人数は今のとこ

度

ろ確保されているが、

　

十分

とは言えず、医師

実

確保に対する支援が必

績

要。また安定した地域

基

医療体制の構築のため

本

には、限られた医療資

計

源の機能を最

大限に発

画

揮できる環境が求めら

（

れている。

◆方　針

目

施

　的 優先順位 －

一人ひ

策

とりが健康に関心を持

評

ち、保健事業等への参

価

加や利用ができるよう

シ

に環境を整備し支援す

ー

る。

安心して妊娠・出

ト

産・子育てができる環

）

境を整備する。

必要な

基

時に必要な医療を受け

本

ることができる体制を

構

維持するため、二次救

想

急医療体制の充実と病

主

診連携が図られるよう

政

に

支援を行う。

◆平成

　

30年度重点方針と目

策

標

・こもろ医療センタ

副

ー、小諸北佐久医師会

施

と連携して「健康づく

　

りに係る事業」を展開

　

する。

・各種健診（検

策

診）の受診率及び運動

所

への取り組み向上のた

　

めインセンティブを導

　

入する。

・産後うつに

管

対する予防策を強化す

関

る。

・妊娠、出産、子

　

育ての切れ目のない支

連

援を実践するため、庁

関

内及び関係機関との連

　

携を確立する。

◆目　

連

標

・目標の計画と達成

関

状況

計　　画

①市民一

　

人ひとりが健康づくり
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上

率の向上を図り、生活

と

習慣病の早期発見、早

運

期治療につなげる。

・

動

母子健康包括支援セン

習

ターを拠点に、関係機

慣

関と連携を図りながら

の

妊娠から出産、育児ま

定

で切れ目のない支援を

着

行う。

・二次救急医療

を

体制の確保と病診連携

図

の推進に向け、各種会

る

議において協議すると

た

ともに必要な支援を行

め

う。

◆個別計画

健康づ

、

くり計画（げんき小諸

健

21）／特定健康診査

康

等実施計画／スポーツ

マ

推進計画／保健事業実

イ

施計画（データヘルス

レ

計画

）／第2次食育推

ー

進計画

◆特記事項

ジ事業を導入した。

②特定健診の受診勧奨を行うとともに、糖尿病の重症化予防等の保健指導に力を入れた。

③母子健康包括支援センターを活用し、妊娠から出産、子育てまで切れ目のない支援を行った。

④ハイリスク妊婦への早期介入、支援を行うとともに、産後うつ対策として産婦健診への補助を開始した。

⑤二次救急医療体制の確保のための支援として、医学生への奨学金の貸与及び浅間南麓小諸医療センター等への財政支援

を行った。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 健康寿命

めざすべき状態である「誰もが心身の健康づくりに積極的である」ようになると、健康寿命が延びる。
設定理由

（現状値は平成22年度数値）

算　式 単位 歳

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 M79.50 F84.50 M79.70 F84.70 M79.90 F84.90 M80.00 F85.00
M79.27 F84.26

（公表） 実　績 M79.66 F84.52 M80.34 F84.88 M80.16 F85.21

指 標 名 特定健康診査（国民健康保険）受診率

めざすべき状態である「誰もが心身の健康づくりに積極的である」ようになると、自分の健康をチェックする
設定理由

ために特定健診を受ける市民の割合が増える。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 40 42 44 45
38.1

（公表） 実　績 H27　39.1 H28　3

◆

8.7 H29　39.

実

7

指 標 名 医療満足

績

度

「必要な時に必要な

平

医療が受けられる」よ

成

うになると、医療や介

3

護に満足している市民

0

が増えるから。
設定理

年

由

算　式 単位 ％

計画策

度

定時 平成28年度 平成

　

29年度 平成30年度

実

令和元年度

目 標 値

績

計　画 54 55 55 5

評

6
54

（公表） 実　績

価

57.6 64.1 61

点

.4

◆目標の実現に向

－

けた今後の取り組み

・

①

第３次小諸市健康づく

特

り計画等各種計画に則

定

り、健康づくり事業を

健

着実に推進する。

・健

診

康づくり協力事業所の

の

協力のもと、市民の健

受

康意識の向上と健康習

診

慣の定着を図る。

・健

率

康マイレージ事業や受

向

診勧奨により健診受診
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連

で支えるための、体制

関

が整備された状態。

設

　

定理由

①民生児童委員

連

等が活発な活動を行え

関

ば、社会的弱者を地域

　

全体で支える体制整備

連

に繋がるから。

②家計

◆

支援や就労支援等の各

現

種支援を充実すること

状

により生活困窮者等の

と

社会的自立に繋がるか

課

ら。

③福祉や医療、住

題

居、就労等各種サービ

◆

スが連携して支援をす

方

る体制を整備すること

　

により障がい者が地域

針

で安心して暮

らすこと

目

ができるから。

　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 03 【健康・福祉】

主 01 一人ひとりが健康に心がけ、みんなで支え合うまち
政　策

副 －

施　　策 02 だれもが安心できる福祉環境を整備します

所　　管 101500 保健福祉部・厚生課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

高齢世帯の増加や核家族化などにより、地域のコミュニティが弱体化している状況にあり、民生児童委員の積極的活動や

、住民間の助け合いなどの機運は高まっているが、社会的弱者を地域全体で支える体制を整えていくには、地域での各主

体による連携強化が必要である。

様々な要因により、生活保護受給となる生活困窮者や、ひとり親世帯が増加している状況にあり、社会的自立のた

R

めの支

援体制の充実が

1

求められている。

住み

平

慣れた地域での生活を

成

望む障がい者を支えて

3

いる家族等の介護者が

0

高齢化してきているこ

年

と等から、各種サービ

度

ス事

業者が連携しなが

　

ら支援をする体制の整

実

備が求められている。

績

◆方　針

目　的 優先順

基

位 －

だれもが住み慣れ

本

た地域で安心して生活

計

できるよう、社会的弱

画

者を地域全体で支え合

（

う体制の整備を進める

施

とともに、生

活困窮者

策

等の社会的自立に向け

評

た支援を行う。

◆平成

価

30年度重点方針と目

シ

標

被保護者の生活の安

ー

定と自立更正に向け、

ト

生活保護制度の適正な

）

運用に努める。

（医療

基

扶助の適正を図るため

本

、後発医薬品の使用率

構

を増やす。）

平成30

想

年4月から施行される

主

「改正障害者総合支援

政

法」による新たな障害

　

福祉制度の構築を図る

策

。

（自立生活援助、就

副

労定着支援サービスを

施

提供できるようにする

　

。）

ひとり親家庭に対

　

する就労及び子育て支

策

援を図る。（就労自立

所

促進事業の利用者を増

　

やす。）

◆目　標

・目

　

標の計画と達成状況

計

管

　　画

①区、地域住民

関

、民生児童委員等が協

　

力し地域活動すること

連

により、地域福祉を地

関

域全体で支えている状

　

態。

②生活困窮者等の

連

社会的自立に向け各種

関

支援が充実した状態。

　

③障がい者を地域全体
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において、見守り・声かけなどを目的に障がい児（者）・ひとり暮らしや寝たきりの高齢者等に対

して延べ16,861回（1,276回、7%減）訪問等を実施した。

・「まいさぽ小諸」に相談した生活困窮者のうち自立支援計画の終結した者が21人（4人増）となった。

・障がい福祉サービス事業所等連絡会を2回（1回減）実施した。

・あいサポーター研修会を2月に開催した。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 地域で支え合っていると感じている人の割合（市民意識調査）

「地域で支え合っていると感じている人の割合」が多ければ、目標である「地域福祉を地域全体で支えている
設定理由

状態」に繋がることから、指標とした。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 42 43 45 46
41

（公表） 実　績 46 48 39

指 標 名 小諸市生活就労支援センター（まいさぽ小諸）相談者の内、自立支援計画が終結した者

「まいさぽ小諸」に相談をした生活困窮者のうち自立支援計画の終結した者が多ければ、社会的自立に繋がる
設定理由

ことから、指標とした。

算　式 単位 人

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 12 15 17 19
11

（公表） 実　績 14 17 21

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

・改選後の民生委員に対する相談支援の知識向上等研修会を行い、

◆

地域住民に対する支援

実

体制を整え、あわせて

績

各種団体

との連携を図

平

る。

・まいさぽ、ハロ

成

ーワーク、就労支援員

3

、ケースワーカーが緊

0

密な連携により、生活

年

困窮者の自立に向けた

度

支援を行う。

・障がい

　

者等の重度化・高齢化

実

による「親亡き後」に

績

備え、地域で支え合え

評

る体制づくりを進める

価

。また、福祉サービス

点

の利用者ニーズを把握

－

し、サービス提供者と

・

の連携を図る。

◆個別

民

計画

・障がい者プラン

生

【24～33年度】

（

児

障がい者施策に関する

童

第４次福祉行動計画）

委

・第５期障害福祉計画

員

【30～32年度】

・

の

第１期障害児福祉計画

活

【30～32年度】

◆

動

特記事項
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連

、閉じこもりのリスク

関

のある高齢者を中心に

　

、改善のための保健指

連

導を実施し要介護状態

関

になることの

予防に取

　

組む。また、老朽化し

連

た高齢者福祉センター

◆

の再構築を進める。

◆

現

目　標

・目標の計画と

状

達成状況

計　　画

①介

と

護予防と生活支援の充

課

実により、要介護状態

題

とならずに地域で生活

◆

できる高齢者が増えた

方

状態。

②今後の高齢者

　

人口や介護保険事業の

針

状況を市民等に周知し

目

、介護予防と高齢者の

　

社会参加や地域の支え

的

合いの重要性が

理解さ

優

れた状態。

③介護サー

先

ビス事業者による高齢

順

者の在宅支援に向けた

位

サービスの質の向上と

◆

地域との交流が活発に

目

なった状態。

設定理由

　

①できる限り自宅で元

標

気に自立した生活を送

・

りたいと思っている高

目

齢者が多いから。

②高

標

齢者を支える地域づく

の

りを進めるには、今後

計

の人口動態とそれによ

画

る介護保険制度への影

と

響について、市民によ

達

く理

解される必要があ

成

るから。

③介護が必要

状

な状態になっても自宅

況

で生活を継続するため

計

には、在宅の介護サー

　

ビスの役割が重要とな

　

るから。

画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 03 【健康・福祉】

主 01 一人ひとりが健康に心がけ、みんなで支え合うまち
政　策

副 －

施　　策 03 高齢者が住み慣れた地域で、安心して生き生きと暮らせる地域づくりを推進します

所　　管 102000 保健福祉部・高齢福祉課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

高齢化率が上昇を続ける中、後期高齢者及び認知症高齢者、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯が増加している。市内

医療機関や有料老人ホーム等入所施設は充足し、高齢者が地域で交流したり活動する場が増え、支え合う地域の活動も生

まれつつある。

課題としては、後期高齢者の増加に伴う介護保険サービス以外の生活支援の構築、認知

R

症になっても安心して

1

生活できる

地域づくり

平

、在宅医療や在宅介護

成

の連携の推進や多死社

3

会に向けての住民への

0

意識啓発が必要である

年

。

◆方　針

目　的 優先

度

順位 －

高齢者の地域で

　

の自立した生活を支え

実

るため、医療、介護、

績

予防、住まい、生活支

基

援が一体的に提供され

本

る地域包括ケア

システ

計

ムの構築を進める。高

画

齢者が生きがいや役割

（

をもって自立した生活

施

が続けられるよう、日

策

常生活の活動を高め地

評

域

への参加を促す介護

価

予防を進めるとともに

シ

、単身や高齢者だけの

ー

世帯も増加するため、

ト

地域の社会活動の意識

）

高揚を図り

ながら、民

基

間事業所、ＮＰＯ、住

本

民等のボランティアに

構

よる、家事や外出、見

想

守り、サロンの開設な

主

ど様々な形で高齢者

の

政

自立支援の体制づくり

　

を進める。

◆平成30

策

年度重点方針と目標

第

副

８期高齢者福祉計画・

施

第７期介護保険事業計

　

画に基づき、地域包括

　

ケアシステムの実現に

策

向け、継続して高齢者

所

を支え

る地域のネット

　

ワーク構築のための事

　

業を進める。平成30

管

年度は、高齢者の多様

関

な生活支援や介護予防

　

のサービス提供体

制構

連

築のためのコーディネ

関

ーターと協議体を設置

　

する。介護予防では、

連

フレイル（虚弱）の要

関

因である低栄養、口腔

　

機能

や運動機能の低下

21



、

地域包括支援センター

糠

の1ヶ所増設に向けた

塚

準備を進める。

◆個別

運

計画

高齢者福祉計画／

動

介護保険事業計画

◆特

教

記事項

サービスＣとは

室

…運動機能が低下して

、

いる又はその恐れのあ

脳

る者に対し、運動器の

い

機能向上プログラムを

き

短期集中的に行

い、要

い

介護状態になる事を予

き

防するサービス。

教室等の介護予防教室の開催、及び各地域で行なわれる介護予防地域

交流事業について支援した。フレイル予防として訪問指導を行なうとともに、新たにサービスCの事業を開始した。

②介護予防地域交流事業の各地区説明会、介護予防事業及び出前講座の際に介護予防の重要性を周知した。広報こもろに

介護予防についての記事を毎月掲載し周知を行なった。

③地域包括ケアシステムの深化・推進の取組みとして、地域ケア会議、医療・介護連携推進協議会、在宅サービス調整会

議等の開催に加え、生活支援コーディネーターと協議体を設置した。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 要支援認定率

介護予防・生活支援サービスの充実により、要支援の認定率を増やさない
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 3.3 3.3 3.3 3.3
3.3

（公表） 実　績 2.8 2.7 2.6

指 標 名 高齢化が進む状況や介護についての課題の理解度

地域の支え合いや介護予防についての住民意識の向上
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 46 50 55 60
46.2

（公表） 実　績 46.2 46.4 45.3

指 標 名 介護満足度

要介護状態になっても住み慣れた在宅での生活を継続できる介護サービスの提供が必要
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 21 23 24 26
20

（公

◆

表） 実　績 24.1 2

実

6.3 27

◆目標の実

績

現に向けた今後の取り

平

組み

①各種介護予防事

成

業・フレイル予防のた

3

めの訪問指導・サービ

0

スCの事業を継続する

年

。

②介護予防と地域の

度

支え合いの重要性を、

　

介護予防地域交流事業

実

の各地区説明会や介護

績

予防事業及び出前講座

評

の開催の際

に周知して

価

いく。また、広報こも

点

ろへ毎月記事を掲載、

－

各種通知の発送時にチ

①

ラシを同封するなどし

健

て周知をしていく。

③

康

地域ケア会議、医療・

長

介護連携推進協議会、

寿

在宅サービス調整会議

こ

等の開催に加え、生活

も

支援コーディネーター

ろ

と協議

体を活用し、地

教

域包括ケアシステムの

室

深化・推進に取組む。
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連

獣商品化施設の安定経

関

営を図る。

◆目　標

・

　

目標の計画と達成状況

連

計　　画

①農地・農道

関

・水路等の基盤整備が

　

進み、農地が保全され

連

、効率的な農業ができ

◆

ている状態。

②農地の

現

集積が進み、耕作放棄

状

地が増えない状態。

③

と

農産物等における「小

課

諸の農」のブランドが

題

確立された状態。

④６

◆

次産業化に取り組む農

方

業者が大勢いて、ビジ

　

ネスとして成り立って

針

いる状態。

⑤森林が整

目

備され、野生鳥獣によ

　

る農業被害が増えてい

的

かない状態。

設定理由

優

①基盤整備がされ、生

先

産性が向上した農業で

順

なければ、後継者や新

位

規参入者等の担い手が

◆

増えないから。

②耕作

目

放棄地とならずに農地

　

が集積され規模拡大に

標

つながれば、生産性が

・

向上するから。

③ブラ

目

ンドが確立されれば、

標

農作物の収益率が上が

の

るから。

④ビジネスと

計

して成り立てば、担い

画

手が増えるから。

⑤農

と

業被害が増加すると営

達

農意欲が減退してしま

成

うから。

状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 04 【産業・交流】

主 01 地域の宝、地域の資源を有効活用し、活気ある豊かなまち
政　策

副 －

施　　策 01 農家の担い手を育て儲かる農業をめざします

所　　管 150500 産業振興部・農林課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

農業は小諸市の基幹産業であるが、ほ場の傾斜がきつく、面積も小規模な中山間地という耕作条件に恵まれていない状況

もあり、農家数の減少、農業従事者の高齢化、後継者・担い手不足、遊休荒廃地の増大などが問題となっている。担い手

を育てるためには、農業大学校との連携強化が効果的であり、今後の連携強化の取り組みが必要である。

また、生産物を「どう売るか」と

R

いうことについて、消

1

費者の目線に立った農

平

業経営を行うとともに

成

、商店街との連携等

に

3

も取り組んでいく必要

0

がある。

◆方　針

目　

年

的 優先順位 －

農業が儲

度

かる産業となり夢が持

　

てるようにならないと

実

、後継者や新規参入者

績

等の担い手は育たない

基

。担い手の農業研修に

本

ついては農業大学校と

計

十分な連携を図るとと

画

もに、農産物の付加価

（

値を高めるブランド化

施

や６次産業化などを推

策

進し、生

産するだけで

評

なく「どう売るか」と

価

いう商業的な視点も十

シ

分に取り入れながら儲

ー

かる農業をめざす。ま

ト

た、既に生産物の

販路

）

が確立された地区にお

基

いては、農業の生産性

本

をさらに向上させ、儲

構

かり続ける農業をめざ

想

す。

◆平成30年度重

主

点方針と目標

○小諸の

政

農産物のブランド化を

　

推進する。（“小諸の

策

土”産の全国発信、み

副

つおか果樹、良食味米

施

等）

○老朽化している

　

「あぐりの湯」の設備

　

改修を行うとともに、

策

小諸の農産物等の情報

所

発信も可能となるよう

　

「レストラン

」や「直

　

売所」の改修を併せて

管

行い、指定管理者と連

関

携して施設利用者の増

　

加を図る。

○農業用施

連

設の適正な維持管理の

関

推進。○耕作放棄地の

　

解消と農地利用最適化

連

の推進。

○農作物被害

関

軽減のための野生鳥獣

　

対策の継続と、野生鳥
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地

進に関する基本的な構

改

想／森林整備計画

◆特

良

記事項

事業及び維持補修を実施した。

②農業委員及び農地利用最適化推進委員を中心に「人・農地プラン」を見直し、耕作放棄地の解消を図った。

③農村資源活用交流施設の大規模改修や直売施設の拡張等を実施し、農産物等の販売が促進された。

④ワインのブランド化を図るためワイン用ぶどうの栽培振興を進めた。また、アグリシフトの推進を図るため、県の地域

づくり支援金を活用した土壌調査等を実施した。

⑤野生鳥獣被害の防止対策を実施するとともに野生鳥獣商品化施設の経営改善が図れた。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 農地所有適格化法人・農業生産組織数

農産物価格の競争力を高めるために必要となる、生産コスト削減のためには、法人化等による経営規模拡大や
設定理由

省力化が必要であるから。

算　式 単位 社

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 16 18 20 22
14

（公表） 実　績 16 18 16

指 標 名 耕作放棄地の解消面積（耕作放棄地面積285ha：平成27年度調査）

営農意欲のある人により、耕作放棄地が農地として再生されれば、農地の集積につながり、生産性も向上する
設定理由

から。

算　式 単位 ha

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 28 31 34 37
25

（公表） 実　績 30 31 35

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

①農業施設の適

◆

切な維持管理を行い、

実

防災・減災対策の強化

績

に取り組む。②人・農

平

地プランの実質化を進

成

め、中間管理事

業の活

3

用による利用集積の推

0

進と耕作放棄地の解消

年

を目指す。③小諸アグ

度

リシフトプロジェクト

　

の推進と、ＪＡと連携

実

し

たブロッコリーの産

績

地形成を目指す。④小

評

諸の農のブランド化を

価

推進するため、「米食

点

味分析鑑定コンクール

－

国際大会」

の開催へ向

①

け実行委員会を組織し

農

取り組む。⑤森林環境

地

譲与税を活用した森林

保

整備へ向け意向調査の

全

準備を進める。また

、

の

野生鳥獣商品化施設の

た

運営改善へ向けて取り

め

組む。

◆個別計画

農業

の

振興地域整備計画／農

土

業経営基盤の強化の促
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連

状況

計　　画

①働ける

関

職場がある状態。

②起

　

業する際に必要な支援

連

が受けやすい状態。

③

関

安定した収入があり、

　

安心して生活ができる

連

状態。

設定理由

①働き

◆

たいと思った時に働け

現

る職場があれば、安心

状

して生活できるから。

と

②必要な起業支援が受

課

けられることで起業者

題

が増え、雇用の場につ

◆

ながるから。

③働く場

方

があれば安定した収入

　

が得られ、安心して生

針

活することができるか

目

ら。

　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 04 【産業・交流】

主 01 地域の宝、地域の資源を有効活用し、活気ある豊かなまち
政　策

副 －

施　　策 02 既存企業や新規起業者への支援と、企業誘致を推進し、働く場を創出します

所　　管 150100 産業振興部・商工観光課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

雇用を創出する企業の誘致を図りたいが、市や土地開発公社で提供できる用地がないため積極的な誘致をすることができ

ない状況となっている。また、雇用については佐久地域の求人倍率は１倍を超えているが、企業と求職者とのミスマッチ

が起き、人材不足が深刻化している現状にある。働く場を確保するためには、企業立地と合わせ市外移

R

転や廃業等による

減少

1

を防ぐための既存企業

平

への支援の充実、また

成

起業者となる人材の育

3

成や経営を維持してい

0

くための知識を高めて

年

いく

必要がある。

◆方

度

　針

目　的 優先順位 －

　

商工会議所など関係機

実

関と連携しながら、既

績

存企業や起業者への、

基

経営や人材育成に対す

本

る支援、また企業立地

計

の推進を

図り雇用の場

画

を確保するとともに、

（

職業安定協会と連携し

施

た就職相談会、企業説

策

明会の開催などにより

評

企業と求職者との

マッ

価

チングを図り、人材を

シ

確保する。また、産学

ー

官や地域との連携によ

ト

り、地域に集積する技

）

術や資源を活用した技

基

術高

度化や新たな産業

本

の創出を支援すること

構

で、地域産業の活性化

想

を図るとともに、工場

主

等の用地確保に向けた

政

企業立地計画

を策定し

　

、企業立地の推進を図

策

る。

◆平成30年度重

副

点方針と目標

・企業が

施

立地する場所が確保で

　

きなければ工場等の企

　

業誘致ができないこと

策

から、産業団地の確保

所

に向け、適地、実施方

　

法を検討し、プランを

　

作成する。

・雇用の促

管

進や地域の活性化のた

関

め、在宅ワーカーの養

　

成、起業の支援、特に

連

子育て中の女性の就労

関

支援をするための「

テ

　

レワーク・コワーキン

連

グ事業」実施に向けた

関

準備を進める。

◆目　

　

標

・目標の計画と達成
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り目標値の3件（新設1件、増設2件）の立地と新規雇用者数135人を達成した。

・産業団地の確保に向けた具体的な検討を行い、当面の方針を決定した。

・対日直接投資サポートプログラムへの参加など、あらゆる可能性を探り企業誘致活動を行った。

・商工会議所と連携して起業の支援を行い21件の起業につなげた。

・「みんなの夢アワードin小諸」を初めて開催し、創業希望者の発掘、育成、支援を行った。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 企業立地数

企業数が増えることで働く場が確保できるから。
設定理由

算　式 単位 件

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 3 3 3 3
2

（公表） 実　績 5 4 3

指 標 名 企業立地による雇用者数

雇用が増えることで、就職に結びつき、安定した生活がおくれるから。
設定理由

算　式 単位 人

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 16 16 16 16
15

（公表） 実　績 12 8 135

指 標 名 市内での起業件数（小諸商工会議所チャレンジ起業相談室を利用した起業件数）

起業者が増えれば地域経済の活性化や働く場の創出につながるから。
設定理由

算　式 単位 件

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 20 20 20 20
20

（公表） 実　績 22 13 21

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

・引き続き積極的な企業誘致や既存企業への支援を進め、雇用の場の確保・拡大を図る。

・夢アワードの継続など、商工会議所と連

◆

携して新規起業者に対

実

する支援の取組を進め

績

る。

・空き店舗活用や

平

店舗誘致事業を商店街

成

と協力して進め、有効

3

な支援を行う。

◆個別

0

計画

◆特記事項

年度　実績 評価点 －

・企業立地の推進によ
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連

を発信するとともに、

関

同じ思いをもって魅力

　

ある地域づく

りに取り

連

組んでいる状態。

②移

関

住者・定住者が増え、

　

新築住宅着工数が増え

連

ている状態。

③観光資

◆

源を案内する分かりや

現

すい看板や動線が整備

状

されている状態。

設定

と

理由

①広く地域住民が

課

誇りをもって小諸の魅

題

力を伝えることにより

◆

、観光客や移住者が増

方

え、また、交流をする

　

ことで地域の

活力が高

針

まるから。

②住宅着工

目

数が増えることは、そ

　

こで暮らしたくなる魅

的

力があることになるか

優

ら。

③案内が充実して

先

いることは、地域の魅

順

力をより伝えることが

位

できる状態といえるか

◆

ら。

目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 04 【産業・交流】

主 01 地域の宝、地域の資源を有効活用し、活気ある豊かなまち
政　策

副 －

施　　策 03 協働して戦略的に小諸の魅力を発信し、交流人口・移住人口の増加を図ります

所　　管 150100 産業振興部・商工観光課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

小諸の持つ観光資源を活用し、また、その魅力を十分に活用することができていないため、観光客数も減少傾向となって

いるのが現状である。交流人口・移住人口の増加を図るためには、戦略的な情報発信や協働による観光地域づくりを進め

るための仕組みづくり、また、その舵取り役となる組織づくり、人材育成が課題となっている。

◆方

R

　針

目　的 優先順位 －

1

小諸市観光地域づくり

平

ビジョンを基本に、こ

成

もろ観光局を中心とし

3

た協働によるシティプ

0

ロモーションの推進に

年

よって、

観光のブラン

度

ド力と認知度を上げ、

　

地域の活性化と移住・

実

定住・交流人口の増加

績

を図る。また、市内の

基

観光資源をつなぎ

、観

本

光客が楽しく回遊でき

計

る動線づくりを進める

画

とともに、既にある資

（

源を有効活用する仕組

施

みを工夫し、魅力ある

策

地域

づくりにつなげて

評

いく。

◆平成30年度

価

重点方針と目標

・「こ

シ

もろ観光局」が観光を

ー

軸にオール小諸で観光

ト

地域づくりに取組むに

）

あたり、自立促進、財

基

政基盤の強化等に向け

本

て

は、旅行滞在プログ

構

ラムの造成や脇本陣を

想

宿泊施設・イベントス

主

ペースとしての活用を

政

図るとともに、観光の

　

ブランドの

確立に向け

策

たブランド発信やプロ

副

モーションの充実、強

施

化を図るための事業を

　

実施する。また、懐古

　

園（動物園・遊園地

を

策

含む）の活用方法、関

所

係団体との連携、施設

　

整備に向けた再生計画

　

に着手する。

・東南部

管

地区において定住促進

関

を図るため、民間によ

　

る宅地開発が進むよう

連

な社会資本整備を実施

関

する。

◆目　標

・目標

　

の計画と達成状況

計　

連

　画

①市民自らが小諸

関

市の魅力を再認識し、

　

誇りをもってその価値
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促進を進めるとともに、連携して観光宣伝・誘客事業を実施した。

・旧脇本陣の基礎改修工事と地方創生推進交付金による第2期工事を実施し施設を完成させた。

・小諸市動物園の将来構想を策定するとともに再整備に向けた基本計画の策定に着手した。

・東南部地区において民間の宅地開発支援のための社会資本整備を実施した。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 新築住宅着工数

新築住宅が増えることは、定住人口の増加、もしくは市外への流出を抑えていることになるから。
設定理由

算　式 単位 件

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 200 200 200 200
130

（公表） 実　績 133 129 142

指 標 名 （仮想）交流人口

交流人口が増えていることは、地域の魅力が高まっていて移住・定住人口の増につながる状態であるから。
設定理由

算　式 単位 人

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 5,040,000 5,060,000 5,080,000 5,090,000
5,020,000

（公表） 実　績 5,074,504 5,284,823 5,295,163

指 標 名 地域ブランド調査の魅力度全国順位

客観的に小諸市の魅力を測ることのできる指標であるから。
設定理由

算　式 単位 位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 200以内 200以内 200以内 200以内
201

（公表） 実　績 205 190 229

◆目標の実現に向けた今後の取り

◆

組み

・引き続きこもろ

実

観光局の自立促進を進

績

めるとともに、連携を

平

強化して戦略的な観光

成

宣伝・誘客事業を展開

3

する。

・旧脇本陣「粂

0

屋」の開店に伴い、指

年

定管理者のこもろ観光

度

局と連携して円滑な運

　

営と利用者の増に努め

実

る。

・地方創生推進交

績

付金による懐古園（動

評

物園）再整備を着実に

価

進め懐古園の魅力アッ

点

プを図る。

・移住・定

－

住促進に向け空き家バ

・

ンクの充実と戦略的な

こ

情報発信に努める。

◆

も

個別計画

観光地域づく

ろ

りビジョン

◆特記事項

観光局の自立
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連

了した大手門公園がイ

関

ベントや観光周遊の拠

　

点となる仕組み・体

制

連

づくりの検討を進める

関

。　○集約駐車場、有

　

料駐車場の適正な運営

連

管理を推進する。

◆目

◆

　標

・目標の計画と達

現

成状況

計　　画

①策定

状

された立地適正化計画

と

に基づき、利便性の高

課

いまちづくりが進んで

題

いる状態。

②空き店舗

◆

が活用されるなど、商

方

業の活性化等により、

　

多様な都市施設が有機

針

的に機能している状態

目

。

③徒歩で中心市街地

　

を回遊でき、歴史的資

的

産を活用したまち歩き

優

ができる状態。

④小諸

先

駅を中心に、鉄道、バ

順

ス等公共交通ネットワ

位

ークが整備され、連結

◆

して機能している状態

目

。

設定理由

①計画によ

　

るまちづくりの推進が

標

、中心市街地の魅力の

・

再生に繋がるから。

②

目

買物や食事、医療とい

標

った生活の利便性の高

の

いまちづくりが、賑わ

計

いの再生や移住・定住

画

促進に繋がるから。

③

と

回遊性の高いまちづく

達

りにより、市民や観光

成

客など、より多くの皆

状

さんに来ていただける

況

魅力が増すから。

④ま

計

ちの顔である小諸駅を

　

拠点に、交通弱者や観

　

光客の利便性がより高

画

まるとともに、定住促

設

進に繋がるから。

定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 05 【生活基盤整備】

主 01 安心して快適に暮らせるまち
政　策

副 －

施　　策 01 コンパクトシティのまちづくりを進め、中心市街地の魅力を再生します

所　　管 200500 建設水道部・都市計画課

関　連 150100 産業振興部・商工観光課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

市庁舎・図書館等の公共施設、総合病院の整備が完了したが、庁舎・病院等を利用する市民にとって飲食や買い物に利便

性が高く、市を訪れる観光客等にとっては小諸駅を拠点に回遊できるような、魅力ある中心市街地となっていない。商業

振興によるまち再生と、小諸駅、市庁舎周辺の都市的機能、重要文化財等歴史的資産がコンパクト

R

にまとまる特徴を活か

1

した、歩いて暮らせる

平

まち、公共交通ネット

成

ワークで繋がるまちづ

3

くりを進める必要があ

0

る。

◆方　針

目　的 優

年

先順位 －

多極ネットワ

度

ーク型コンパクトシテ

　

ィの理念のもと、公共

実

施設、総合病院、商業

績

施設や金融機関など、

基

生活に必要な多様

な都

本

市機能が有機的に連携

計

しあう、利便性の高い

画

魅力ある快適に暮らせ

（

るまちづくりや、公共

施

交通ネットワークが確

策

立さ

れたまちづくりを

評

進めるため、立地適正

価

化計画を策定し、計画

シ

に基づく施策・事業の

ー

推進を図る。併せて、

ト

小諸駅を拠点

とし、懐

）

古園や旧北国街道の重

基

要文化財や歴史的建造

本

物を活かした、回遊で

構

きる市街地の形成によ

想

り、観光振興と移住・

主

定住促進に繋げる。

◆

政

平成30年度重点方針

　

と目標

○立地適正化計

策

画の策定を完了する。

副

（策定最終年度）　○

施

都市計画基本図の整備

　

により、都市計画に係

　

る適正な情報提

供環境

策

を整える。　○多極ネ

所

ットワーク型コンパク

　

トシティの形成推進の

　

ため、複合型中心拠点

管

誘導施設整備構想に基

関

づ

き、第4期都市再生

　

整備計画事業に着手し

連

、都市機能の具体的な

関

集約（整備）に係る複

　

合施設の基本計画を策

連

定するとと

もに、関連

関

道路整備事業を推進す

　

る。　○ほぼ整備が完
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定を完了した。

〇複合型中心拠点誘導施設整備基本計画を策定し、基本設計に着手した。

〇市道1013号線の改良工事に着手した。

〇市道1001号線、相生町二丁目交差点部の物件調査及び詳細設計を実施した。

〇大手門公園駐車場を供用開始させた。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 相生町商店街の歩行者数

市庁舎、図書館、総合病院等と駅周辺の公園等を結ぶ相生町通りの徒歩による人の増加が、歩いて暮らせるま
設定理由

ちづくりの成果と考えられるから

算　式 単位 人

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 1,052 1,107 1,162 1,218
997

（公表） 実　績 816 1,283 1,333

指 標 名 本町通りの歩行者数

本町通りの徒歩による人の増加が、中心市街地の回遊や歴史的資産を活用したまち歩きの成果と考えられるか
設定理由

ら

算　式 単位 人

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 531 557 584 608
506

（公表） 実　績 558 635 489

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

〇都市再生整備計画事業（第４期H30～R2）の計画に基づき、事業を推進する。

〇立地適正化計画に基づき、都市機能及び居住の誘導に向けた事業等の検討を行う。

〇複合型中心拠点誘導施設整備事業の計画に基づき、事業を推進する。

〇集約駐車場及び市営駐車場

◆

（小諸駅・大手門公園

実

）を、利用者にとって

績

良好な状態に保つよう

平

維持管理を行う。

◆個

成

別計画

都市計画マスタ

3

ープラン／立地適正化

0

計画／複合型中心拠点

年

誘導施設基本計画

◆特

度

記事項

　実績 評価点 －

〇立地適正化計画の策
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連

度に自家用車に頼るこ

関

となく、通勤･通学、

　

通院や買物等

に出かけ

連

ることができるから。

関

②鉄道、バス等が連結

　

した利便性の高い公共

連

交通の提供が、移住・

◆

定住や交流人口の増加

現

につながるから。

③行

状

政の財政負担や利用者

と

（受益者）負担を含め

課

適切な経費負担による

題

運営が、持続可能な地

◆

域公共交通システムと

方

なる

ことから。

　針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 05 【生活基盤整備】

主 01 安心して快適に暮らせるまち
政　策

副 －

施　　策 02 新しい地域公共交通ネットワークを構築します

所　　管 200500 建設水道部・都市計画課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

民間公共交通の廃止や縮小傾向の加速化で、通勤通学手段が無くなりつつあるとともに、超高齢化社会の進展等により交

通弱者が増加している。また、小諸駅を中心に市を訪れる観光客の移動交通手段がないといった状況にある。通勤・通学

や交通弱者の移動手段を確保･維持するとともに、市を訪れた観光客等も利用できるよう、中心市街地やそれぞれの地域

が公共交通で有機的に繋がっている安

R

心して快適に暮らせる

1

まちづくりを進める必

平

要がある。

◆方　針

目

成

　的 優先順位 －

デマン

3

ド型予約制相乗りタク

0

シー「こもろ愛のりく

年

ん」を基本に、様々な

度

移動手段に対応した新

　

しい地域公共交通ネッ

実

ト

ワークを構築する。

績

また、持続可能な地域

基

公共交通の仕組みづく

本

りのために、利用者の

計

要望等に沿った改善を

画

図るととも

に、運営組

（

織や運営経費、受益者

施

負担のあり方等を総合

策

的に検討する。

◆平成

評

30年度重点方針と目

価

標

○「こもろ愛のりく

シ

ん」「愛のりすみれ号

ー

」の利用促進、特にこ

ト

もろ愛のりくんの利用

）

登録者のさらなる拡大

基

を図る。

○持続可能な

本

コミュニティ交通の構

構

築に向け、利便性・効

想

率性の両立を図る。

○

主

周辺市町を結ぶ幹線的

政

な公共交通（鉄道・幹

　

線バス）の利便性の確

策

保を図る。

◆目　標

・

副

目標の計画と達成状況

施

計　　画

①自家用車等

　

の移動手段のない市民

　

が、公共交通網を利用

策

して移動したいときに

所

移動できる状態。

②観

　

光客等が公共交通を利

　

用して観光地等を巡る

管

ことができる状態。

③

関

利用者が満足するネッ

　

トワークが構築され、

連

かつ、公共サービスと

関

して持続可能な運営と

　

なっている状態。

設定

連

理由

①交通弱者の移動

関

手段を確保する必要性

　

があるから。また、過

31



ー「こもろ愛のりくん」及び定時定路線「愛のりすみれ号」の運行改善を実施し、利便性の向上を

図った。

〇しなの鉄道の増便事業を実施し、利用客の利便性向上を図った。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 コミュニティ交通利用者数（延べ人数）

利用者の増加が公共交通の利便性に対する評価と考えられるから
設定理由

算　式 単位 人

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 86,000 87,000 88,000 89,000
85,000

（公表） 実　績 66,058 70,185 74,472

指 標 名 こもろ愛のりくん・愛のりすみれ号の乗車率

運行効率が上がることで運営経費が抑制され、持続可能な運営に繋がるから
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 36.5 38 39 40
35

（公表） 実　績 32.4 31.5 33.75

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

〇「こもろ愛のりくん」及び「愛のりすみれ号」について、引き続き運行改善に努める。

〇「こもろ愛のりくん」の利用登録者拡大のため、周知を行うとともに具体策を検討する。

〇幹線的な公共交通について、持続可能な運行をめざし、沿線自治体と協議を行い支援事業等を検討する。

◆個別計画

地域公共交通網形成計画／都市計画マスタープラン／立地適正化計画

◆特記事項

◆実績

平成30年度　実績 評価点 －

〇予約制相乗りタクシ
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連

行う。また、空家等所

関

有者に対し解決に向け

　

た支

援を行う。　　　

連

○地域協働道ぶしんク

関

リーン事業は、実施基

　

準等の内容の見直しを

連

行う。

◆目　標

・目標

◆

の計画と達成状況

計　

現

　画

①通行の安全性が

状

確保された状態。

②橋

と

梁が計画的に維持管理

課

されている状態。

③空

題

家が適正に管理されて

◆

いる状態。

設定理由

①

方

生活道路、通学路が整

　

備されることにより、

針

通行の安全が確保され

目

るから。

②橋梁点検を

　

計画的に行うことによ

的

り、損傷の事前予測や

優

劣化予測ができるから

先

。

③空家が適正に管理

順

されることにより、空

位

家の利活用とともに、

◆

危険が回避されるから

目

。

　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 05 【生活基盤整備】

主 01 安心して快適に暮らせるまち
政　策

副 －

施　　策 03 社会基盤の整備と長寿命化を進めます

所　　管 200100 建設水道部・建設課

関　連 200500 建設水道部・都市計画課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

道路・橋梁・河川は、必要な機能を維持するための修繕が中心となっており、生活道路の事業要望、幹線道路の舗装改良

、橋梁の修繕・耐震補強、河川の護岸保全などは、計画的な整備ができてない状況である。国土地籍調査は、計画区域を

予定どおり完了するため、継続で実施している複数の地区を同時に進める必要がある。空家対策は、実態把握調査と2次

調査の結果を踏

R

まえた「特定空家等」

1

の指定に伴い、所有者

平

による除却等の促進を

成

図ることが課題である

3

。

◆方　針

目　的 優先

0

順位 －

市内の社会資本

年

については、必要な機

度

能を維持しつつ、定期

　

的に点検を行い、将来

実

の維持・更新費用を抑

績

制するため、長

寿命化

基

・老朽化対策を推進す

本

る。生活道路等の修繕

計

は、将来の効率的な改

画

修の検討をする。なお

（

、新設道路は、道を活

施

か

す計画的な道路整備

策

を行い、通行量・利用

評

者等の少ない橋は、廃

価

止・削減の方法を考え

シ

る。国土地籍調査は、

ー

実施地区の

作業を効率

ト

的に進め、登記完了へ

）

つなげる。空家対策は

基

、実態把握調査と二次

本

調査の結果に基づき、

構

特定空家等の指定を

行

想

い、除却等の適正な管

主

理を促す。また、空家

政

対策協議会の運営を行

　

う。

◆平成30年度重

策

点方針と目標

○社会基

副

盤整備として、点検結

施

果による舗装修繕計画

　

に基づき舗装改良を実

　

施する。橋梁は、1サ

策

イクルの点検が完了す

所

るため、結果を踏まえ

　

た長寿命化計画の見直

　

しを行う。　　　○生

管

活道路等は、評価によ

関

る順位に基づき事業を

　

進める。

また、事業実

連

施とならない区もある

関

ため、評価内容の見直

　

しも検討する。　

○空

連

家対策は、特定空家等

関

の解消を図るため、所

　

有者に対し行政指導を
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画基づき、1,732ｍを実施した。橋梁は、1サイクルの点検結果により長寿命化計画の見直しを行っ

た。

・生活道路等の地域要望への対応は、22％・45箇所を実施した。

・空家対策は、特定空家等の除却等について指導を行ったが、除却実施には至らなかった。また、空家所有者への支援と

して無料相談会を3回開催した。

・地域協働道ぶしんクリーン事業は、地域の方の活動により249件の実施となった。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 道路改良・改修要望への対応割合

対応割合を維持することにより、最低限必要な道路機能を維持できるから。
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 30 30 30 30
30

（公表） 実　績 30 24 22

指 標 名 橋梁点検実施件数

橋梁を計画的に点検することにより、損傷の事前予測や劣化予測ができるから。
設定理由

算　式 単位 件

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 50 72 19 50
25

（公表） 実　績 90 44 38

指 標 名 地域協働道ぶしんクリーン事業実施件数

実施件数を維持することにより、官民協働での道路、河川の維持管理ができるから。
設定理由

算　式 単位 件

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 160 160 260 260
156

（公表） 実　績 256 259 249

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

・舗装修繕計画、橋梁長寿命化修繕計画に基づき、施設の長寿命化、コ

◆

スト縮減を目的に舗装

実

改良及び橋梁の修繕を

績

実施

する。

・5項目の

平

基準による評価に基づ

成

いた優先順位により事

3

業を実施する。また、

0

出来る限り多くの要望

年

に対応したい。

・特定

度

空家等の所有者に対し

　

、行政指導を行うとと

実

もに、空家の適正な管

績

理を促すため、相談会

評

を開催する。

・地域の

価

皆様との協働による道

点

路管理をめざし、地域

－

協働道ぶしんクリーン

・

事業を進める。

◆個別

舗

計画

橋梁長寿命化修繕

装

計画／耐震改修促進計

改

画／公営住宅等長寿命

良

化変更計画／舗装長寿

は

命化修繕計画／空家等

、

対策計画

◆特記事項

修繕計
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連

関　連

関　連

◆現状と課題

◆方　針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 05 【生活基盤整備】

主 01 安心して快適に暮らせるまち
政　策

副 －

施　　策 04 安全な水道水の安定供給と持続的な安定経営を進めます

所　　管 201000 建設水道部・上水道課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

小諸市の水道水源は、湧水と深井戸のみで水量・水質共に安定した供給を行っているが、高度成長期以降に整備された施

設が法定耐用年数を迎え始め、水道施設の老朽化が進んでおり、加えて近年の異常気象による水質悪化の懸念もあり、ま

た人口減少問題により水道料金収入の減少も見込まれている。このため、施設の更新とその財源確保が大きな課題となっ

ている。また、技術の継承、ス

R

キルの向上など人材育

1

成も課題となっている

平

。このような水道事業

成

の実態などを使用者へ

3

適切に情報提供してい

0

くことも重要な課題で

年

ある。

◆方　針

目　的

度

優先順位 －

平成28年

　

度に策定した小諸市上

実

水道事業基本計画に基

績

づく、小諸市上水道事

基

業実施計画により事業

本

推進を図り、将来も持

計

続可能な水道事業の基

画

盤を構築する。また、

（

利用者に適切な情報提

施

供を行い水道事業の理

策

解度を深める。

◆平成

評

30年度重点方針と目

価

標

①小諸市上水道事業

シ

基本計画における実施

ー

計画の実行

②公民連携

ト

による民間活力を生か

）

した事業運営への移行

基

◆目　標

・目標の計画

本

と達成状況

計　　画

①

構

小諸市上水道事業基本

想

計画に基づいた施設整

主

備、経営改革により、

政

将来も持続可能な水道

　

事業の基盤を構築する

策

ととも

に、計画の進捗

副

状況のチェック、業務

施

状況の確認を行い、効

　

率的な計画実施が図れ

　

る状態。

②適切な情報

策

提供により、水道利用

所

者の水道事業に対する

　

理解度が深まる状態。

　

設定理由

①②小諸市上

管

水道事業基本計画は、

関

水道事業全般を見直し

　

、配水計画や水利用計

連

画、経営戦略を含めた

関

総合的な計画であ

り、

　

この基本計画の確実な

連

実行が水道事業の課題

関

克服に直結するため。
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施計画により事業推進を図ることが出来た。

②公募による民間企業と株主間協定を締結し、公民共同企業体「㈱水みらい小諸」を設立し、小諸市議会の議決を経て、

水道施設等の指定管理者として指定した。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 総収支比率（総収益／総費用）×100

総収益と総支出の総体的バランスを見ることで、経営状況を判定できるため。
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 113.8 112.1 110 106
114.2

（公表） 実　績 113.5 120.7 118.6

指 標 名 管路更新率（その年度に更新された管路延長／管路総延長）×100

安定経営を行う中で、管路施設への投資がどのくらいできたか判定できるため。
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 0.18 0.3 0.7 0.5
0.05

（公表） 実　績 0.1 0.1 0.1

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

①小諸市上水道事業基本計画に基づく実施計画により、引き続き事業推進を図る。

②指定管理者に「㈱水みらい小諸」委託した水道施設の維持管理業務、料金関係業務、給水申請業務等について、良好な

運営が出来ているか事業主体として確実なモニタリングを行う。

◆個別計画

環境基本計画／地域防災計画／小諸市上水道事業基本計画／小諸市

◆

水道ビジョン２０１７

実

／小諸市上水道事業実

績

施計画書

（平成３０年

平

度～平成３５年度）

◆

成

特記事項

30年度　実績 評価点 －

①小諸市上水道事業実
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連

。

④交通事故発生件数

関

が減少し、かつ、交通

　

事故死亡者がゼロにな

連

り、安全で安心して暮

関

らせる状態。

設定理由

　

①地域の防災力の向上

連

を図ること及び市等か

◆

らの情報発信の手段を

現

複数確保することで、

状

市民への情報伝達力の

と

向上が図

れるから。　

課

②避難方法や避難場所

題

等を熟知していれば、

◆

有事の際にスムーズに

方

避難できるから。　

③

　

防災・防犯意識が高ま

針

れば、地域において主

目

体的な役割を担っても

　

らえるようになるから

的

。　

④交通事故、特に

優

死者が出るような重大

先

事故を減少させられれ

順

ば、安全で安心して暮

位

らせるようになるから

◆

。

目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 05 【生活基盤整備】

主 01 安心して快適に暮らせるまち
政　策

副 －

施　　策 05 安全で安心な暮らしを実現する体制を充実させます

所　　管 010900 総務部・危機管理課

関　連 052000 市民生活部・生活環境課

関　連 050500 市民生活部・市民課

関　連 010700 総務部・総務課

関　連 011500 総務部・消防課

関　連 －

◆現状と課題

共助のための「自主防災組織」について、未だ組織化できていない行政区があり、また、組織化されていても自主防災組

織が主導して防災訓練を実施している区は半数以下である。異常気象による局地的な集中豪雨や大型台風の発生・上陸、

大規模地震、浅間山の火山活動など、

R

いざ有事の際に、被害

1

を最小限にとどめる「

平

減災」の取組強化が必

成

要である。なお

、第９

3

次基本計画での取り組

0

みにより、火災件数は

年

減少傾向にあるが、住

度

宅用火災報知器の設置

　

率の低さが課題となっ

実

て

いる。また、消防庁

績

舎の老朽化と耐震性が

基

不十分なため早急な対

本

応が課題となっている

計

。

◆方　針

目　的 優先

画

順位 －

地域全体で安全

（

・安心なまちをつくる

施

ため、関係機関の連携

策

強化と住民意識の高揚

評

を図るとともに、老朽

価

化した消防庁舎

を再構

シ

築し、「災害に強いま

ー

ちづくり」を進める。

ト

◆平成30年度重点方

）

針と目標

災害に備え、

基

市内全区で自主防災組

本

織の組織化を進め、将

構

来的に全ての区で自主

想

的に避難訓練が行なわ

主

れることを目指し

、住

政

民学習会等のサポート

　

を行い、住民意識の高

策

揚を図る。

防災対応の

副

拠点施設である消防庁

施

舎の再構築に向けて、

　

実施設計業務を早期に

　

発注し、年度内に新築

策

工事に着手する。

◆目

所

　標

・目標の計画と達

　

成状況

計　　画

①市及

　

び行政区で、それぞれ

管

の役割に応じた防災・

関

防犯体制が構築され、

　

全ての地域で様々な手

連

段により防災行政情報

関

を

入手できる状態。

②

　

市民が避難方法や避難

連

場所等を熟知している

関

状態。

③防災、防犯意

　

識が高まっている状態
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施

うに側面からサポート

し

する。

◆個別計画

地域

、

防災計画／交通安全基

各

本計画

◆特記事項

区へ参加と周知を図った。また、自主防災組織が組織化されていない区に対して、学習会

等の支援を行い、自主防災組織は61区（1区増）となった。

②各区で自主防災組織が主体となっての防災訓練の実施を依頼し、55区（6区増）において防災訓練が実施された。

③広報、ホームページ等で防災情報の周知・啓発等に努めた。

④関係団体等と連携して交通安全運動を実施し、交通死亡事故ゼロを達成。（H28.5.15より継続中）高齢者や学生等、対

象者に合わせた交通安全教室（スケアードストレイトや交通安全ミュージカル等）を実施した。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 自主防災組織主導の防災訓練の実施区

災害発生直後は、自助共助が機能することにより被害を最小限に止めることができる。 そのためには、自主
設定理由

防災組織が非常時において有効に機能することが必要で、毎年の防災訓練を実施することが有効であるため。

算　式 単位 区

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 51 55 60 65
48

（公表） 実　績 51 49 55

指 標 名 住宅用火災警報器の設置率

消防法で設置が義務付けられている住宅用火災警報器の普及に努め、設置率が向上することにより、火災の際
設定理由

の被害軽減が図られるため。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 80 83 86 90
76.8

（公表） 実　績 76.9 76.9 77.1

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策

◆

定時 平成28年度 平成

実

29年度 平成30年度

績

令和元年度

目 標 値

平

計　画

実　績

◆目標の

成

実現に向けた今後の取

3

り組み

　68区全てに

0

おいて、自主防災組織

年

の組織化及び継続した

度

取り組みが行われるこ

　

とを目指し、組織化さ

実

れていない区に対

して

績

は引き続き、自主防災

評

組織の設立に向けた学

価

習会の講師を職員が務

点

めるなどの支援を行う

－

。

　毎年実施をしてい

①

る「小諸市総合防災訓

市

練」は、昨年度から机

総

上訓練に切り替え、市

合

防災訓練に併せて行う

防

区も増えて

いることか

災

ら、今後も各区で実施

訓

される防災訓練につい

練

ては、自主防災組織主

を

導による「より実効性

実

のある訓練」となる

よ
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連

役割と責任を自覚し、

関

特性を生かしながら、

　

まちづくりに参画する

連

ことが可能になるから

関

。

　連

◆現状と課題

◆方　針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 06 【協働・行政経営】

主 01 全ての主体が参加し、協働するまちづくり
政　策

副 －

施　　策 01 協働によるまちづくりを推進します

所　　管 010100 総務部・企画課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

「小諸市自治基本条例」が市民の中へ十分に浸透しておらず、市民活動団体や区の活動についても、参加者の減少や高齢

化、固定化が進んでいる現状にある。「小諸市自治基本条例」の理念である「参加と協働のまちづくり」に対する市民の

理解を深め、その実践としての活動を如何に活発にするかが課題である。

◆方　針

目　的 優先順位 －

自治基本条例の理念である「協働による市民主体のまちづくり

R

」を推進するため、市

1

民や関係者の理解を深

平

め、自発的で

主体的な

成

活動を活発にする。

◆

3

平成30年度重点方針

0

と目標

市民会議の提言

年

をベースとした「市民

度

参加のガイドライン」

　

による実践や自治基本

実

条例の取り組みの評価

績

を受けて、現在

行われ

基

ている区や地区、市民

本

参加団体等の各主体の

計

取り組みを広く市民に

画

知っていもらう取り組

（

み（見える化）を進め

施

る

。

特に、地域課題の

策

解決に向けて、パイロ

評

ット的に各主体の情報

価

共有・連携する機会の

シ

場をつくる。

◆目　標

ー

・目標の計画と達成状

ト

況

計　　画

①小諸市の

）

自治の最高規範である

基

「小諸市自治基本条例

本

」が市民の中に浸透す

構

ることにより、市民等

想

が条例の理念を理解

し

主

、市民活動が活発に行

政

われている状態。

②区

　

や市民活動団体等が自

策

発的で主体的な公共活

副

動を行うにあたり、適

施

切な支援を受けられる

　

状態。

設定理由

①「小

　

諸市自治基本条例」が

策

市民の中に浸透するこ

所

とにより、市民等が条

　

例の理念を理解し、実

　

践されていれば、条例

管

の

理念である協働によ

関

る市民主体のまちづく

　

りが推進されるから。

連

②区や市民活動団体等

関

が自発的で主体的な公

　

共活動を行うにあたり

連

、適切な支援を受けら

関

れるようになっていれ

　

ば、それ

ぞれの主体が
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域職員連絡会、地区担当職員への働きかけにより、「小諸市自治基本条例」の市民主体のまちづく

りを推進した。

・小諸キャンパス構想、市民活動団体への支援、ぼらせんの適正な運営管理等を進めると共に、自発的、主体的な市民活

動の実践を広報等で紹介し、さまざまな主体の参加と協働によるまちづくりを進めた。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 小諸市自治基本条例があることを知っている市民

あらゆる主体による協働を理念とする条例の認知度を高めたいから。
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 19.2 22.8 26.4 30
15.6

（公表） 実　績 14.4 13 15.6

指 標 名 市民参加型の会議等に参加したいと思う市民

市民参加型の会議に参加したくない割合が半数を超えている現状であることから、適切な会議手法等の実施に
設定理由

より、市民の参加意欲を高めたいから。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 26.85 27.9 28.95 30
25.8

（公表） 実　績 24.4 26 23.4

指 標 名 区等で開催される行事や活動に参加したいと思う市民

参加者が高齢化・固定化している現状において、特に若い年代での参加意欲を高めたいから。
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 44.3 46.2 48.1 50
42.4

（公表） 実　績 42.9 42.6 39.7

◆目標の

◆

実現に向けた今後の取

実

り組み

・「小諸市自治

績

基本条例」の市民主体

平

のまちづくりの理念の

成

下、第５次基本構想で

3

定めた「めざす地域の

0

姿」の実現に向

けて、

年

区長会との連携や地域

度

職員連絡会・地区担当

　

職員への働きかけを進

実

める。

・さまざまな主

績

体の参加と協働による

評

まちづくりを進めるた

価

めに、小諸キャンパス

点

構想の推進、市民活動

－

団体への支援等

を図る

・

。

・複合型中心拠点誘

区

導施設への移設にむけ

長

て、「ぼらせん」の利

会

用・運営計画を検討す

と

る。

◆個別計画

市民活

の

動支援・推進のための

連

アクションプラン

◆特

携

記事項

や地
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連

シティープロモーショ

関

ン（ＰＲ動画、ふるさ

　

と市民等）との連携に

連

り、ブランドコンセプ

関

トを

構築する。

◆目　

　

標

・目標の計画と達成

連

状況

計　　画

①総合計

◆

画を基軸とした「計画

現

～予算～実施～評価～

状

改善」という、いわゆ

と

るＰＤＣＡサイクルを

課

回すマネジメントシス

題

テムが構築され、管理

◆

監督者のリーダーシッ

方

プのもとで自立的に運

　

用されている状態。

②

針

職場内でそれぞれの役

目

割や思いが共有され、

　

各職員が価値前提に基

的

づいた住民主体の考え

優

方で、自立的に一丸と

先

なって

活き活きと働い

順

ている状態。

設定理由

位

①「計画～予算～実施

◆

～評価～改善」という

目

ＰＤＣＡサイクルを回

　

すマネジメントシステ

標

ムが構築され、管理監

・

督者のリ

ーダーシップ

目

のもとで自立的に運用

標

されていることが、戦

の

略的で効率的・効果的

計

な市政経営の推進に寄

画

与するから。

②各職員

と

が価値前提に基づいた

達

住民主体の考え方で、

成

自立的に一丸となって

状

活き活きと働いていれ

況

ば、行政マネジメント

計

システムの基盤となる

　

組織風土が醸成される

　

から。

画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 06 【協働・行政経営】

主 01 全ての主体が参加し、協働するまちづくり
政　策

副 －

施　　策 02 行政マネジメントシステムの継続的な改善と円滑な運用を図ります

所　　管 010100 総務部・企画課

関　連 010700 総務部・総務課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

第９次基本計画の策定に伴い、計画・予算・人事・評価が連携した「行政マネジメントシステム」の構築を進め、平成25

年度に開始した運用の中で、各職場での自立性という点では十分とは言えないが、一連の作業は、緩やかに定着してきて

いる。特に、システムとして計画と予算・決算の連動性は高まっているが、今後は自立的な取り組みの

R

定着に向け、シス

テム

1

自体の改善と円滑な運

平

用を図ることで、効率

成

的で使いやすいものと

3

していく必要がある。

0

また、実施計画とあわ

年

せた

人事評価制度も含

度

め、人事との連携によ

　

る基盤整備が課題であ

実

る。

◆方　針

目　的 優

績

先順位 －

戦略的で効率

基

的・効果的な市政経営

本

を推進するため、その

計

仕組みとなる「行政マ

画

ネジメントシステム」

（

のシステム自体の

改善

施

と円滑な運用を図り、

策

継続的な事務改善によ

評

り行政の生産性を向上

価

させる。また、そのよ

シ

うなシステム運用の基

ー

盤と

して『価値前提』

ト

（理念や方針といった

）

組織の“あるべき姿（

基

組織が重視する価値観

本

）”を明確にし、その

構

実現をめざし

て意思決

想

定や判断を行うという

主

考え方）の組織風土の

政

醸成をめざし、自ら考

　

え、行動し、問題解決

策

する自立した職員の育

副

成に努める。

◆平成3

施

0年度重点方針と目標

　

実効性ある基本計画と

　

するために、組織とし

策

て運用体制が構築され

所

るように、「評価」「

　

改善」のスケジュール

　

の時期の

検討を行うと

管

ともに、連動する人事

関

評価システムの運用を

　

進める。

市民サービス

連

の充実のため、より積

関

極的な広聴事業を企画

　

するとともに、各分野

連

で推進している「こも

関

ろブランド」の確

立に

　

向け、情報戦略による
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シ

。

◆個別計画

◆特記事

ス

項

テム」において「評価」「改善」のスケジュールの時期等の改善を図ると共に、次年度のシス

テム更新に向け、抜本的なシステム見直しの方針を定めた。

・行財政改革をさらに推進するために「戦略的で効率的な行政経営の推進に関する実行計画」を定めた。

・引き続き「こもろブランド」の確立に向け、情報戦略によるシティープロモーション（ＰＲ動画、ふるさと納税、ふる

さと市民等）を推進した。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 庁内マネジメント浸透度（職員意識調査結果）

職員意識調査の中から組織マネジメントの浸透度に関連し、かつ、現状値が比較的劣っている５項目の平均値
設定理由

を指標とし、これを計画期間内に一定程度引き上げたいから。（5段階評価で数値が小さいほど高評価）

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 3.04 3.03 3.02 3
3.057

（公表） 実　績 3.022 3.076 2.868

指 標 名 職員の自立度（職員意識調査結果）

職員意識調査の中から各職員の自立に関連する項目の平均値を指標とし、これを計画期間内に一定程度引き上
設定理由

げたいから。（5段階評価で数値が小さいほど高評価）

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 2.8 2.79 2.78 2.77
2.809

（公表） 実　績 2.844 2.867 2.757

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目

◆

 標 値 計　画

実　績

実

◆目標の実現に向けた

績

今後の取り組み

・「行

平

政マネジメントシステ

成

ム」の適切な運用を図

3

ると共に、新システム

0

への移行を円滑に行う

年

。

・「戦略的で効率的

度

な行政経営の推進に関

　

する実行計画」の進捗

実

管理を行なうことで行

績

財政改革の推進を図る

評

。

・公共施設総合管理

価

計画個別実施計画の策

点

定が進むようヒアリン

－

グ等により担当課の取

・

り組みをを支援する。

「

・行政経営の生産性を

行

高めるために、庁内シ

政

ステムを有効に活用す

マ

るとともに、安定的、

ネ

効率的な運用を図る。

ジ

・「こもろブランド」

メ

の確立に向け、情報戦

ン

略によるシティープロ

ト

モーションを推進する
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連

共工事が実施されてい

関

る状態。

設定理由

①財

　

政規律を確立し、それ

連

を遵守することで健全

関

財政が維持できるから

　

。

②計画を着実に進め

連

ることで、公共施設の

◆

最適化と将来の財政負

現

担の軽減を図ることが

状

できるから。

③適正に

と

実施することで競争性

課

が確保され、経費の削

題

減と適正な施工、成果

◆

物の品質確保が図られ

方

るから。

　針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 06 【協働・行政経営】

主 01 全ての主体が参加し、協働するまちづくり
政　策

副 －

施　　策 03 財政の健全性を確保しながら、効率的・効果的な財政運営を進めます

所　　管 010500 総務部・財政課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

　複合型中心拠点誘導施設関連事業、消防庁舎整備事業の進展に伴い多額の財源が必要となる。また、公共施設の老朽化

対策などの大型事業が控えており、社会保障関係費も右肩上がりで上昇が見込まれる。その一方、歳入面は人口減少、地

価の下落による税収減が見込まれ、財政規模の縮小は避けられない状況にある。

　平成30年度は財政目標の起債残高が目標額を

R

超える結果となった。

1

今後も前段のとおり財

平

政状況は厳しくなるこ

成

とが予

想されることか

3

ら、事業の見直し、市

0

税を中心とする自主財

年

源の確保・強化、公共

度

施設等総合管理計画の

　

着実な実行が課

題であ

実

る。

◆方　針

目　的 優

績

先順位 －

当面の課題と

基

なっている事業や市民

本

生活を支える財政需要

計

に的確に対応しつつ、

画

将来にわたり健全財政

（

が維持できるよう

「基

施

金や市債に依存した財

策

政構造からの回避」を

評

最優先事項として財政

価

規律を遵守し、長期的

シ

な視点に立った効率的

ー

・効

果的な財政運営を

ト

行う。

◆平成30年度

）

重点方針と目標

①第1

基

0次基本計画の「財政

本

目標」を達成するため

構

、堅実で計画的な財政

想

運営に努める。

②「公

主

共施設等総合管理計画

政

」に基づく「個別施設

　

計画」策定を着実に進

策

めるための進行管理を

副

行う。

③電子入札の導

施

入等、入札制度の見直

　

しに向けた具体的な検

　

討を行う。

◆目　標

・

策

目標の計画と達成状況

所

計　　画

①財政規律を

　

遵守した予算編成・予

　

算執行が行われている

管

状態。

②「公共施設等

関

総合管理計画」を策定

　

し、計画に基づいた公

連

共施設等の総合的かつ

関

計画的な管理に向けた

　

取り組みが進め

られて

連

いる状態。

③公平・公

関

正な入札・契約により

　

、適正な公共調達・公
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「財政目標」を財政規律として予算編成・予算執行を実施した。

②財源確保のため、遊休土地の売却を進めた。

③「公共施設等総合管理計画」の実行に向け、システム活用を担当部署へ指導した。

④公平・公正な入札、契約により適正に公共調達・公共工事を実施した。また、電子入札については、検討した結果、現

段階ではデメリットの方が大きいため導入を見送った。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 年度末基金残高（一般会計・定額資金運用基金を除く）

（第10次基本計画の財政目標を準用）
設定理由

算　式 単位 億円

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 56以上 56以上 56以上 56以上
77

（公表） 実　績 72 69 65

指 標 名 年度末市債残高（一般会計・元金）

（第10次基本計画の財政目標を準用）
設定理由

算　式 単位 億円

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 190以下 190以下 190以下 190以下
173

（公表） 実　績 175 190 191

指 標 名 実質公債費比率

（第10次基本計画の財政目標を準用）
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 11.5以下 11.5以下 11.5以下 11.5以下
10

（公表） 実　績 9.2 8.8 8

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

　年度末市債残高の目標を達成できなかったため、第10次基本計画の財政目標、「1-3財政目標の運用」により、原因を

分析し改善策を策定

◆

する。

◆個別計画

公共

実

施設等総合管理計画

◆

績

特記事項

財政目標の達

平

成に向けた改善策を策

成

定し、総合計画審議会

3

及び9月議会に報告す

0

る。

年度　実績 評価点 －

①第10次基本計画の
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連

関　連

関　連

◆現状と課題

◆方　針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 06 【協働・行政経営】

主 01 全ての主体が参加し、協働するまちづくり
政　策

副 －

施　　策 04 市税収入をはじめとする自主財源の安定的な確保を図ります

所　　管 051000 市民生活部・税務課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

少子化・高齢化・人口減少の進展による税収の減少が予測されており、今後さらに高齢者や年金受給者などの経済的弱者

が増えることによって滞納の増加にも繋がると懸念される状況である。

◆方　針

目　的 優先順位 －

財政の健全化と市民負担の公平性を確保するため、市税の自主納付の促進と納期内納付の促進に努めるとともに、納税意

識の働きかけを強化する。そのよう

R

な取り組みの前提とし

1

て、税の意義や仕組み

平

に対する職員の知識を

成

高め、市民等に、

課税

3

内容についてよりわか

0

りやすく説明できるよ

年

うにし、納税に対する

度

確かな理解を得る。ま

　

た、市民の所得向上な

実

どの

各種施策により、

績

安定した自主財源であ

基

る市税収入の確保を図

本

る。

◆平成30年度重

計

点方針と目標

・市民等

画

の税金の意義に対する

（

理解を深め、納期内の

施

収納率が向上すること

策

より、税財源の確保を

評

図る。

・職員の税制に

価

対する専門的な知識を

シ

高める中で、市民等に

ー

丁寧に対応できる職員

ト

体制の構築。

◆目　標

）

・目標の計画と達成状

基

況

計　　画

①市民等の

本

税金の意義に対する理

構

解が深まり、納期内納

想

付が向上している状態

主

。

②職員の税制に対す

政

る専門的な知識を高め

　

る中で、市民等に一人

策

ひとり丁寧に対応でき

副

る職員体制が構築され

施

ている状態

。

設定理由

　

①税金の意義について

　

納税者の理解を深め、

策

納税に対する社会的使

所

命感をより感じられる

　

ようにすることで、収

　

納率が向

上し、税財源

管

の確保が図られるから

関

。

②職員の税制に対す

　

る専門的な知識を高め

連

、市民等に課税内容の

関

意義や根拠をわかりや

　

すく丁寧に説明するこ

連

とで納税に

対する確か

関

な理解が生まれ、自主

　

納付へ繋がるから。
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現年収納率の目標値99.08％に対し、0.07％下回る99.01％の収納率となった。

・市内小学校を対象とした租税教室を３校で開催し、市内中学生から「税の作文」に13名の応募があった。

・職員の税制に関する専門知識を高めるための研修に27回、延べ91名の職員が参加した。

・コールセンター　年間：596回、差押え件数：140件、換価金額：5,533,214円

・口座振替率：47.44％（対前年　△1.84%）

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 市税現年度収納率

自発的な納税の定着が図られることにより、収納率の向上につながるため。
設定理由

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 98.98 99.03 99.08 99.13
98.93

（公表） 実　績 98.9 98.85 99.01

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

〇税金の大切さや納税の義務に対する理解を深めていただく為、小学生向けの「租税教室」と中学生向けの「税の作文」

　の募集を行い、租税教育の推進及び啓発活動を行う。

〇職員の税制に対する専門的知識を高めるための職員研修の強化を図る。

〇税の負担の公平性を確保するため、悪質滞納者への資産調査等を積極的に行い、公正な滞

◆

納処分を行う。

〇多様

実

化する納税ニーズへの

績

対応及び収納率の向上

平

のため、クレジット決

成

済等の新たな収納方法

3

の導入を検討する。

◆

0

個別計画

◆特記事項

年度　実績 評価点 －

・平成30年度の市税
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連

が気持ちよく目的を果

関

たすことができれば、

　

市民の

満足度が高まる

連

から。

②市民が不安を

関

感じたり、トラブルに

　

あった時に、市役所窓

連

口で気軽に相談ができ

◆

、必要な情報を得られ

現

ることができれ

ば、安

状

心して生活することが

と

できるから。

③駐車場

課

から目的地にスムーズ

題

に移動ができれば、ス

◆

トレスなく目的を達成

方

でき、市民の満足度が

　

高まるから。

針

目　的 優先順位

◆目　標

・目標の計画と達成状況

計　　画

設定理由

R1 平成30年度　実績

基本計画（施策評価シート）

基本構想 06 【協働・行政経営】

主 01 全ての主体が参加し、協働するまちづくり
政　策

副 －

施　　策 05 来庁者サービスの改善を図ります

所　　管 010700 総務部・総務課

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

関　連 －

◆現状と課題

　平成27年９月の新庁舎供用開始以降、庁舎１階での窓口サービスの集約化を行い、来庁者サービスは改善が図られてい

る。一方、庁舎建物の地下に市営駐車場があることから、高齢の来庁者が、駐車した場所が分からなくなった等の事例が

続発した。平成29年12月には浅間南麓こもろ医療センターが開院し、更に来庁、来院者が増加し、第１駐車場は頻繁に満

車となったが、ロータリー及び市営駐

R

車場に誘導員を配置し

1

、満車時には第２、第

平

３駐車場に誘導してお

成

り、現在のとこ

ろ大き

3

な支障は生じていない

0

。

◆方　針

目　的 優先

年

順位 －

「市役所は地域

度

で最大のサービス業」

　

であることを全職員が

実

意識し、庁内サービス

績

をより効果的に提供す

基

るため、職員の

接遇意

本

識の向上やシステムの

計

活用による業務の効率

画

化を図るとともに、窓

（

口業務と相談業務の充

施

実を図る。また、市営

策

駐

車場等の利便性の向

評

上を図る。

◆平成30

価

年度重点方針と目標

来

シ

庁者の目線で、来庁者

ー

に寄り添った行政サー

ト

ビスを心掛けるととも

）

に、事務事業の効率化

基

に努め、行政手続きの

本

迅速化

、最適化を図る

構

。全職員が、市民に対

想

して、いつも笑顔で明

主

るいあいさつができる

政

よう習慣化する。

◆目

　

　標

・目標の計画と達

策

成状況

計　　画

①窓口

副

で受付けした事務が、

施

正確かつ迅速に処理で

　

き、来庁した市民が気

　

持ちよく目的が果たせ

策

る状態。

②市民が不安

所

を感じたり、トラブル

　

にあった時に、市役所

　

の窓口で気軽に相談が

管

できる状態。

③来庁・

関

来院者が、市営駐車場

　

から目的地（市役所、

連

こもろ医療センター）

関

へスムーズに往来がで

　

きる状態。

設定理由

①

連

窓口で受付けした事務

関

が、正確かつ迅速に処

　

理でき、来庁した市民
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、発券機の導入による来庁者の受付順の明確化及び、モニターによる市の行事やイベントの情報発

信を継続するとともに、受付窓口と発行窓口の分離も継続して、待合席の配置を変えるなどサービス向上に努めた。

②庁舎前のロータリーの交通誘導警備員の配置を継続し、案内看板もわかりやすいものに代えて設置した。

③地下駐車場に案内人の配置も継続し、庁舎・図書館・病院などへの誘導を実施している。

◆成果指標（アウトカム）

・目標値の計画と達成状況

指 標 名 市役所窓口・相談等のサービスに対する市民満足度（「不満」「やや不満」の合計）

市役所での窓口・相談等のサービスに不満を感じている人の割合が低くなれば、サービスの改善が図られたと
設定理由

考えられるから。

算　式 単位 ％

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画 20 18 15 12
20.9

（公表） 実　績 18.7 19.1 16.4

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

指 標 名

設定理由

算　式 単位

計画策定時 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

目 標 値 計　画

実　績

◆目標の実現に向けた今後の取り組み

・市役所が文字通り「市民のために役にたつ所」であることを自覚し、常に職員の目線と意識は市民に向け、市民に寄り

添った行政サービスに心掛ける。

・複雑化する行政ニーズに対応できるよう、窓口対応の研修等により人材育成に努める。

・「働き方改革推進本部検討委員会」や「事務処

◆

理等改善委員会」にお

実

いて、絶えず事務事業

績

の効率化を追求し、行

平

政手

続きの迅速化を図

成

る。

◆個別計画

◆特記

3

事項

0年度　実績 評価点 －

①市民課窓口において
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